
２０２４年１月１１日 

日本原子力発電株式会社 

 

東海発電所原子力防災訓練（第１部）・東海第二発電所原子力防災訓練計画説明に係る 

面談（５週間前）時の確認事項 

 

全般 

○訓練計画【資料】 

・中期計画上の今年度訓練の位置づけ 

・今年度の訓練目的、達成目標 

・主な検証項目 

・実施・評価体制 

・訓練の項目・内容（防災業務計画の記載との整合）及び評価基準 

・訓練シナリオ 

 －プラント運転状態、事象想定、スキップの有無等 

 －現状のプラント状態を踏まえた訓練の実施方針 

・その他 

 －ＥＲＳＳ／ＳＰＤＳの使用 

 －ＣＯＰ様式 

 －即応センター、緊対所レイアウト図 

－ＥＲＣ書架内の資料の整備状況（資料一覧） 

 ○評価指標のうち、主に[Ｐ]、[Ｄ]に関する内容【資料】 

  ⇒詳細は以下参照 

 ○事業者とＥＲＣの訓練コントローラ間の調整 

  ⇒詳細は以下参照 

 注意： 

 ・【資料】となっているものは面談資料として提示頂くもの（訓練シナリオ（非提示型の場合）、

個人名、連絡先など、必要な箇所のマスキング処理を確認する。） 

 ・ＣＯＰ：共通状況図のこと。事故・プラントの状況。進展予測を事故収束対応戦略、戦略の進

捗状況について認識の共有のために作成される図表であって、各社で様式や名称は異なる。 

 

全般説明資料 

（添付－１「２０２３年度 東海・東海第二発電所 原子力防災訓練（東海：第１部、総合訓練）に

ついて」） 

（添付－２ 原子力防災における中期計画について） 

（添付－３ 訓練全体スケジュール） 

（添付－４ 各訓練項目の内容及び達成基準） 

（添付－５ 東海・東海第二発電所原子力事業者防災業務計画（抜粋：原子力防災訓練の内容）） 
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指標１：情報共有のための情報フロー 

○発電所、本店（即応センター）、ＥＲＣの３拠点間の情報フローを確認する 

 ・情報フローとは、次の５つの情報 

  －①ＥＡＬに関する情報 

  －指標２に示す情報（②事故・プラントの状況、③進展予測と事故収束対応戦略、④戦略の進

捗状況） 

  －⑤ＥＲＣプラント班からの質問の回答について、いつ、どこで、だれが、なにを、どんな目

的で、どのように、の観点からみた、情報伝達の一連の流れをいう。 

○情報フローにおいて、前回訓練における課題及び当該課題を踏まえた改善点を確認する 

 ①前回訓練で情報フローに問題がある場合 

  ・前回訓練での情報共有における問題が発生した事業者は、問題に対する課題の抽出、原因分

析及び対策を確認する。 

  ・その上で、情報フローが対策を反映したものになっているか確認する。 

 ②前回訓練で情報フローに問題がない場合 

  ・情報フローに対し、更なる改善点が無いか検証した結果を確認する。 

 

指標１ 説明 

○発電所対策本部（以下、「発電所本部」という。）、本店対策本部（以下、「本店本部」という。）（即

応センター）、ＥＲＣの３拠点間の情報フロー 

 ①ＥＡＬに関する情報 

・プラントパラメータ等からＥＡＬ事象の発生を発電所にて判断し、発電所本部から関係箇所へ

速やかに通報連絡（電話／ＦＡＸ）を実施する。 

・発電所本部における判断情報は、原子力防災管理者（権限委譲後は発電所統括）から社内ＴＶ

会議を通じて、本店本部（本店情報班含む）へ報告する。 

・入手した情報に基づき、本店情報班はＥＡＬ判断基準（ＥＲＣ備付資料）等の資料を作成し、

ＥＲＣ対応班へ伝達する。作成した資料に基づき、本店ＥＲＣ対応班は、ＥＲＣへＥＡＬに関

する情報（事象（判断理由）、判断時間）を説明する。 

・また、本店ＥＲＣ対応班内で、プラント状況について模擬ＳＰＤＳ等を用いて確認し、ＥＡＬ

発信／見込みの蓋然性が高い場合、発電所にて判断未を明確にした上で、ＥＲＣへ前広な情報

提供を行う。 

・伝達漏れを防ぐため、「本店連絡担当と発電所情報担当のホットライン」「チャットシステム」

により多様な情報連携手段を確保する。 

 

②事故・プラントの状況 

・事故・プラントの状況は、模擬ＳＰＤＳ、コントローラ付与情報に基づき、発電所運転班等よ

り、社内ＴＶ会議を通じて本店本部へ共有する。本店本部は、発電所の発話から情報メモ等の

資料を作成し、本店ＥＲＣ対応班へ伝達する。 

・また、発電所本部において事故・プラント状況に基づきＣＯＰ（概略系統図、設備状況シート、

ＳＦＰ状況シート）用データを随時入力し、本店技術班にて集約・発行し、所定のフォルダに

保存する。 

・その他、模擬ＳＰＤＳにより、本店ＥＲＣ対応班において事故・プラント状況の把握を行う。 

・入手した情報に基づき、本店ＥＲＣ対応班からＣＯＰ（概略系統図、設備状況シート、ＳＦＰ

状況シート）、模擬ＳＰＤＳ、プラント概要図【ＥＲＣ備付資料】等を用いてＴＶ会議でＥＲ

Ｃへプラント状況に関する説明を実施する。（必要に応じ、ＣＯＰを手書き更新し、 新化し
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て説明） 

・伝達漏れを防ぐため、「本店連絡担当と発電所情報担当のホットライン」「チャットシステム」

により多様な情報連携手段を確保する。 

 

③進展予測と事故収束対応戦略 

・事象の進展や事故収束戦略を発電所本部にて検討・判断している状況は、社内ＴＶ会議を通じ

て本店本部に共有される。また、戦略の検討・判断する際には、ＣＯＰ（戦略シート）を発行

し、所定のフォルダに保存する。 

・本店ＥＲＣ対応班は、発電所から共有されたＣＯＰ（戦略シート）に対して、別途入手した事

故・プラント状況を踏まえ、変更箇所の手書き更新を行う。 

・入手した情報に基づき、本店ＥＲＣ対応班からＣＯＰ（戦略シート）、事故対応の手順フロー

【ＥＲＣ備付資料】等を用いてＴＶ会議でＥＲＣへ戦略説明を実施する。 

・また、本店ＥＲＣ対応班内で、プラント状況について模擬ＳＰＤＳ等を用いて確認し、事故対

応の手順フロー【ＥＲＣ備付資料】により今後の事故収束対応戦略の概要が把握できる場合、

発電所にて戦略決定未を明確にした上で、ＥＲＣに前広な情報提供を行う。 

・伝達漏れを防ぐため、「本店連絡担当と発電所情報担当のホットライン」「チャットシステム」

により多様な情報連携手段を確保する。 

 

④戦略の進捗状況 

・発電所における事故収束戦略の進捗状況について、発電所運転班等より、社内ＴＶ会議を通じ

て本店本部へ共有する。 

・本店技術班は、情報メモの作成や至近に発行されたＣＯＰ（戦略シート）に対して、戦略の進

捗状況を踏まえて必要な見直し箇所があれば、変更箇所の手書き更新を行い、本店ＥＲＣ対応

班へ伝達する。 

・入手した情報に基づき、本店ＥＲＣ対応班は、情報メモ、ＣＯＰ（戦略シート）、事故対応の

手順フロー【ＥＲＣ備付資料】等を用いてＴＶ会議でＥＲＣへプラント状況に関する説明を実

施する。 

・伝達漏れを防ぐため、「本店連絡担当と発電所情報担当のホットライン」「チャットシステム」

により多様な情報連携手段を確保する。 

 

⑤ＥＲＣプラント班からの質問への回答 

・ＥＲＣプラント班からの質問は、ＴＶ会議を経由して本店ＥＲＣ対応班が把握する。 

・把握した質問は、本店ＥＲＣ対応班のＱＡ担当が管理し、質問ごとに「ＱＡ管理表」へ入力し、

本店情報班へ回答内容の確認を行う。 

・本店情報班は質問回答用紙の作成及び「ＱＡ管理表」へ回答入力を実施して、本店ＥＲＣ対応

班へ伝達し、本店ＥＲＣ対応班からＴＶ会議又はＥＲＣへ派遣したリエゾンを経由し、ＥＲＣ

へ回答する。 

・また、一部の質問については、本店本部から発電所本部へ直接質問を行うホットラインを設け、

その聞き取り内容を回答する。 

（添付－６ 情報共有のための情報フロー） 
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○情報フローにおいて、前回訓練における課題及び当該課題を踏まえた改善点 

 ①前回訓練において情報フローに問題がある場合 

  － 

 ②前回訓練で情報フローに問題がない場合 

  － 
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指標２：ＥＲＣプラント班との情報共有 

○事象の進展や事故収束戦略・予測進展の変更といった状況変化時や、適時に施設全体を俯瞰し

た状況について、テレビ会議システム等での発話により説明ができたかを評価の観点とする。 

また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に反映する。 

 積極的に情報提供が行われたかという観点のみならず、ＥＲＣの各担当のニーズや要請に応じ

て適切なタイミングでおこなわれていたかという観点で評価すること。 

○要員の育成・配置について、以下を評価する。 

①緊急対応要員の適切な育成・配置計画が明文化されていること。 

②育成・配置計画は実発災を想定した適切なものであり、訓練時にこの計画に基づき要員配置

されていること。なお、育成計画の一環として訓練時に緊急参集が出来ない者の参集を否定

するものではないが、参集要員の３割を上回らないこと。この場合、「限定的な想定」に該

当。 

③全ての参加者が実要員である場合、「実発災を想定した配置」に該当する。 

 

指標２ 説明 

〇要員の育成・配置について 

①緊急時対応要員の育成・配置計画については、以下の考え方を基本とした要員育成・配置計画を

策定済み（２０２３年１２月）である。 

【本店ＥＲＣ対応班説明者（スピーカ）】 

・本店ＥＲＣ対応班説明者（スピーカ）はメインスピーカ１名、サブスピーカ１名の２名とする。 

・原則、メインスピーカについては運転及び設備に関する知識を有する者より選出するものとし、

サブスピーカについては、事故進展及び事故対応に関する知識を有する者より選出する。 

（現在、メインスピーカ５名、サブスピーカ７名を構成員として確保） 

・人事異動による増減や事象の長期化を踏まえた交代要員を考慮し、メインスピーカ２名（経験

者）、サブスピーカ２名（経験者）をそれぞれ必要 低要員数として確保すると共に、人事異

動の機会を捉えて、新規育成候補者を選出し、計画的な要員育成・多重化に務める。 

・要員育成のための教育訓練として、勉強会（役割、発話の方法・タイミング、機器の取扱等）、

ＥＲＣプラント班の業務説明会、他社訓練視察、防災訓練・要素訓練への参加により、技量の

習熟を図る。なお、新規育成候補者（又は未経験者）を優先的に訓練に参加させることで、よ

り実効的な体制構築に努める。 

【ＥＲＣリエゾン】 

・ＥＲＣリエゾンは、フロント対応者１名、ＱＡ連絡要員１名、資料入手・配布２名の計４名と

し、ＥＲＣプラント班の活動をサポートする上で必要な力量を有する本店発電管理室の要員よ

り選出する。 

 （現在、フロント対応者３２名、ＱＡ連絡要員及び資料入手・配布者５０名を構成員として確

保） 

・要員育成のための教育訓練として、勉強会（役割等）、ＥＲＣプラント班の業務説明会、他社

訓練視察、防災訓練への参加により、技量の習熟を図る。なお、未経験者を優先的に防災訓練

に参加させるとともに、今後、計画的に要素訓練にも参加させることで、より実効的な体制構

築に努める。 
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②今回の訓練における要員配置について 

・要員育成・配置計画に基づき、実発災時に実際に対応する要員の内、メインスピーカ、サブス

ピーカ及びＥＲＣリエゾン（フロント対応者）について、過去、防災訓練での対応経験がない

もしくは対応経験が少ない要員を選出している。 

役割 過去の訓練経験※ 実発災の想定 

メインスピーカ △ ○ 

サブスピーカ ○ ○ 

ＥＲＣリエゾン（フロント対応） × ○ 

※：○防災訓練での対応経験あり、△要素訓練のみ対応経験あり、 訓練での対応経験なし 

 

③今回の訓練は、全ての参加者が実要員であることから、「実発災を想定した配置」である。 

 

（添付－７ ＥＲＣ対応班説明者（スピーカ）・ＥＲＣリエゾン要員育成・配置計画） 
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指標３：情報共有のためのツール等の活用 

３－１ プラント情報表示システムの使用 

 ○使用するプラント情報表示システムを確認する（実発災時とシステムの差異も確認する） 

３－２ リエゾンの活動 

 ○事業者が定めるリエゾンの役割を確認する 

３－３ ＣＯＰの活用 

 ○ＣＯＰの作成・更新のタイミング、頻度を確認する 

３－４ ＥＲＣ備付資料の活用 

○ＥＲＣ備付資料の更新状況を確認する 

 

指標３－１ 説明 

 ○プラント情報表示システムは、模擬ＳＰＤＳを使用し、発電所、本店、ＥＲＣとプラント状況に関

する情報共有を行う。 

 ○模擬ＳＰＤＳには、訓練開始時にデータ表示が開始されるよう訓練データをプリセットしておく。 

  （添付－８ プラント情報表示システムの使用） 

 

指標３－２説明 

○弊社より原子力規制庁ＥＲＣへ派遣するリエゾンの役割は以下のとおり。 

（１）ＥＲＣプラント班との積極的な情報共有を図る。 

①ＥＡＬ判断チャートやＣＯＰ等ＥＲＣ対応班が統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム

経由で説明した資料を入手・配布するとともに、ＥＲＣプラント班に対し積極的に説明を行う。 

②時系列情報や放管情報等を適宜配布する。 

（２）ＥＲＣプラント班と本店ＥＲＣ対応班間の情報共有を支援する。 

①本店ＥＲＣ対応班へ追加情報等を提供する旨の指示を行う。 

②統合原子力防災ネットワークに不具合が生じた場合にＥＲＣ対応班へ対応を指示する。 

（３）ＥＲＣプラント班からの質問に積極的に回答する。 

 

指標３－３説明 

 ○ＣＯＰ（設備状況シート、系統概略図及び戦略シート）の作成・更新のタイミングは以下のとおり。 

（１）ＣＯＰ（設備状況シート） 

①発電所において事象発生直後からデータの収集を開始する。 

（本店においては、要員参集後に発電所から情報を入手する。） 

②発電所データが収集された後、本店にてシートの更新を行い、 新データによる設備状況シー

トを作成する。なお、発電所における状況や進捗に変化がみられる都度、実施する。 

（２）ＣＯＰ（系統概略図） 

①本店本部に技術班が参集した後、プラント状況を発電所より入手し作成する。 

②設備状況シートと同等のタイミングで更新する。 

（３）ＣＯＰ（戦略シート） 

①戦略が必要な事象が発生した場合において、発電所本部にて作成し、本店本部に情報を提供す

る。 

②戦略変更の都度、更新を行う。 
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指標３－４ 説明 

○ＥＲＣ備付資料の更新状況は以下の通り。 

  ・ＣＯＰ（系統概要図）に常用系設備（ホウ酸水注入系、制御棒駆動系、給復水系）を反映 

  ・ＣＯＰ（設備状況シート）に常用系設備（ホウ酸水注入系、制御棒駆動系、給復水系）を反映 
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指標４：確実な通報・連絡の実施 

（①通報文の正確性） 

○通報ＦＡＸ送信前の通報文チェック体制、通報文に誤記等があった際の対応を確認する 

○発出したＥＡＬが非該当となった場合の対応を確認する 

○通報に使用する通信機器の代替手段を確認する 

（②ＥＡＬ判断根拠の説明） 

○ＥＡＬ判断根拠の説明方法（情報の入手や資料説明など）を確認する 

（③１０条確認会議の対応） 

○１０条確認会議、１５条認定会議の事業者側対応予定者の職位・氏名を確認する 

（④第２５条報告） 

○２５条報告の発出タイミングの考え方を確認する 

○訓練事務局側が想定する、今回訓練シナリオ上の２５条報告のタイミング、報告内容（発生事

象と対応の概要、プラント状況、放出見通し／状況、モニタ・気象情報等）、回数（訓練シナ

リオ中の記載されているか）を確認する 

 

なお、①及び④の通報文は、送信操作だけではなく送付先に着信していない場合は「確実な通報・

連絡の実施」に該当しない 

 

指標４－① 説明 

○通報ＦＡＸ送信前の通報文チェック体制、通報文に誤記等が発生した場合の対応 

・通報文は、発電所情報班員の通報文作成者と発電所情報班の情報収集統括者がダブルチェックを

行った後、原子力防災管理者（原子力防災管理者より権限移譲された場合は発電所情報本部員）

が通報文をＦＡＸ送信することを承認し、ＦＡＸ送信する。 

・通報文に誤記等が発生した場合には、訂正箇所を枠囲い等により明確にした通報文の訂正版を作

成し、速やかに再送する。なお、訂正報の右上の「第○報」欄については、新たな番号を付番

し、様式の左上に分かりやすく大きな字で「第○報訂正版」であることを明記する。 

・ＦＡＸ送信終了後、確実に関係各所へ送信したことを通報文着信確認者（原子力防災管理者より

権限を委譲された副原子力防災管理者）が確認する。併せて誤記等、通報文の 終確認を行う。 

○発出したＥＡＬが非該当になった場合等の対応 

（１）ＥＡＬが非該当になった場合 

①発電所情報班が作成する２５条報告において、非該当となったＥＡＬについて、根拠を含め記

載し、発電所情報班はＦＡＸ送信を実施する。 

②本店ＥＲＣ対応班よりＥＲＣへ非該当となったＥＡＬについて説明する。 

（２）ＥＡＬ取消の場合（誤ったＥＡＬを発出した場合） 

①原子力防災管理者の指示に基づき、発電所コンタクトパーソンから本店情報班員の発電所本部

連絡担当に関係機関への報告を事前打診する。 

②本店ＥＲＣ対応班よりＥＲＣへ訂正するＥＡＬについて説明する。 

③ＥＲＣの確認を踏まえ、発電所よりＥＡＬを訂正する根拠を含めた内容を明記した２５条報告

様式をＦＡＸ送信する。 
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○通報に使用する通信機器の代替手段（順位） 

 ・下表のとおり、複数の通信機器を整備している。  

No. 通信機器 回線種類 

1 一斉ＦＡＸシステム ＮＴＴ回線 

2 統合原子力防災ＮＷに接続するＦＡＸ ＩＰ回線 

3 業務用ＦＡＸ ＮＴＴ回線 

4 衛星ＦＡＸ 衛星回線 

指標４－② 説明 

○ＥＡＬ判断根拠の説明方法 

①発電所本部にてＥＡＬ早見表を用いてＥＡＬを判断する。 

②そのＥＡＬ情報を本店ＥＲＣ対応班はＴＶ会議システムで入手する。 

③本店ＥＲＣ対応班は、そのＥＡＬ情報についてＥＡＬ早見表を用いてＥＲＣへ報告する。 

 

指標４－③ 説明 

○１０条確認会議、１５条認定会議の事業者側対応予定者 

・対応予定者：本店本部副本部長  

 

指標４－④ 説明 

○２５条報告の発出タイミング 

・原災法第１０条通報より３０分（基準）間隔で作成し、報告する。 

 

○報告内容 

・「クロノロ」、「現在の対応事項」及び「今後の対応方針」を記載する。 

 

○訓練事務局が想定する今回訓練シナリオ上の第２５条報告のタイミング及び回数 

 

 

  

個⼈情報を含むためマスキング実施 

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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指標－５：前回訓練の訓練課題を踏まえた訓練実施計画等の策定 

○訓練実施計画が、前回訓練の訓練結果を踏まえ、問題・課題に対する改善策が有効に機能するも

のであるか検証できる計画（訓練実施項目、訓練シナリオ等）となっていることを確認する 

○訓練時における当該改善策の有効性の評価・確認方法（例えば、訓練評価者が使用する評価チェ

ックリスト（改善策の有効性を検証するための訓練項目、評価基準などが明確になっているも

の）が作成されていることなど）を確認する 

○課題の検証につき、社内自主訓練・要素訓練、他発電所の訓練で対応している場合は、その検証

結果を確認する 

○今年度の訓練で課題検証を行わない場合にあっては、その理由と検証時期の説明、中期計画等へ

の反映状況を確認する。また、今年度の訓練で課題検証を行わずとも緊急時対応に直ちに問題は

ないことを確認する 

 

指標５ 説明 

○昨年度の東海・東海第二発電所原子力防災訓練（２０２３年２月）及び昨年度の敦賀発電所原子力

防災訓練（２０２２年１２月）での課題に対する改善策が有効に機能するものであるかを検証でき

る計画を策定している。 

（１）東海・東海第二発電所 

前回訓練の課題 改善策 検証計画・有効性確認方法 

○ＯＦＣでの会議体にお

ける住民避難等に関す

る支援要請から出動ま

での時間短縮 

・地方公共団体より住民

避難についての要請が

あった場合の対応につ

いて、指揮命令系統が

ＯＦＣから発電所庶務

班、本店庶務班、後方

支援拠点と多段階の情

報伝達となるため「原

子力防災情報共有シス

テム」にて住民避難要

請の情報を入手してか

ら後方支援拠点へ支援

要請命令が来るまでに

１５分かかり対応に遅

れが生じた。 

＜原因＞ 

・避難情報入手後のフローがＯＦ

Ｃから発電所庶務班、本店庶務

班、後方支援拠点と多段階で構

成されている。 

 

＜対策＞ 

①後方支援拠点はＯＦＣからの支

援要請情報を「原子力防災情報

共有システム」での情報共有後

に出動準備を開始することで支

援要請を受けてから出動までの

時間短縮を図る。 

②後方支援拠点は東京電力ＰＧ株

式会社や日立製作所関連施設

等、他社施設での設営を選定す

ることも考えられるが、その際

は社内システムである「原子力

防災情報共有システム」での情

報共有ができないことから後方

支援拠点がどこに設営されても

「原子力防災情報共有システ

ム」が使用できる環境を構築す

る。 

＜検証計画＞ 

①以下の場面で検証する。 

・住民避難支援要請（コントロー

ラ付与）時 

②他社施設を選定した場合でも、

社内システムが使用できる環境

構築を継続して実施している。

準備ができ次第、要素訓練に

て、有効性を検証する。 

 

＜有効性確認方法＞ 

住民避難支援に係る活動を実施す

る体制として、「現地支援本部」

を設置するとともに、活動要領

（案）を整備した。 

評価者及びプレーヤの振り返りか

ら、以下を確認する。 

・現地支援本部の要員から、ＯＦ

Ｃへ要員を派遣して、住民避難

に係る情報を入手し、現地支援

本部、発電所本部、本店本部に

共有できる。 

 

  

11



 

前回訓練の課題 改善策 検証計画・有効性確認方法 

○気象変化による後方支

援拠点設置箇所の選定 

・後方支援拠点の選定に

当たり、気象変化を想

定した訓練を実施して

いないため、状況に応

じた対応が必要であ

る。 

＜原因＞ 

・気象変化を想定した訓練を実施

していない。 

＜対策＞ 

・今後の訓練において、風向きを

変える等の気象状況変化の状況

付与や、訓練当日の気象変化に

おいて訓練を行い、拠点変更等

の対応ができるか検証する。 

＜検証計画＞ 

・訓練当日の気象条件および状況

付与にて要素訓練（本店本部運

営訓練）を実施した。 

＜有効性確認訓練＞ 

以下の事項を要素訓練にて確認し

た。 

・本店庶務班は、訓練当日の気象

条件から後方支援拠点の候補地

を選定した。その後の気象変化

（状況付与）においても、別の

候補地選定の検討ができた。 

○現場実動班と発電所本

部との情報連携の定着 

・ＲＨＲ（Ｂ）ポンプ出

口配管からの溢水対応

で、現場実動班が発電

所本部を出動した際は

所内電源が喪失してい

る状態であった。その

後、所内電源が復旧し

たが、現場実動班には

その情報が共有されて

いなかった。電源状況

によっては、現場照

明、仮設水中ポンプの

電源元等対応に支障が

でるため、本部と現場

で情報共有を密にする

必要がある。 

＜原因＞ 

・現場実動班からの進捗状況連絡

はできていたが、発電所本部は

情報の吸上げのみを行い、プラ

ントの状況変化による現場への

影響について考慮できていなか

った。 

 

＜対策＞ 

・現場指揮者はプラント状況につ

いて積極的に情報収集を行うと

ともに、発電所本部連絡者も要

求の有無に係わらずプラント状

況の情報発信を行う内容をさだ

めルール化する。 

＜検証計画＞ 

以下の場面で確認する。 

・現場実動訓練 

  

 

 

＜検証確認方法＞ 

評価者による評価チェックシート

及びプレーヤの振り返りにより確

認する。 

・左記対策として現場指揮者は、

積極的に発電所情報について収

集を行うこと。また、発電所本

部連絡者はプラント状況変化の

都度、現場指揮者と連絡を行う

ことをルール化した。 

・発電所本部及び現場指揮者は、

ルールに基づきプラント状況変

化の都度、情報連携ができる。

 

  

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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（２）敦賀発電所 

前回訓練の課題 改善策 検証計画・有効性確認方法 

○本店庶務班の情報共有

におけるルールの明確

化（本店） 

・本店庶務班と後方支援

拠点は、より積極的な

情報共有を行う必要が

ある。 

 

＜原因＞ 

①本店庶務班が直接連絡すべき事

項の整理が不足している。 

②本店庶務班と後方支援拠点との

情報共有に関するルールが明確

に定まっていない。 

 

＜対策＞ 

①本店庶務班が、直接連絡すべき

事項及び連絡先を整理し、ルー

ルに反映する。 

②上記内容を実施した上で、教育

及び訓練を行い、定着を図って

いく。 

＜検証計画＞ 

以下の場面で検証する。 

・本店警戒本部設置後、本店総

合災害対策本部設置後 

 

＜有効性確認方法＞ 

評価者が評価チェックシートを

用いて確認する。 

・左記対策として、本店庶務班

が外部へ連絡する際の対応事

項について「庶務班対応リス

ト（外部連絡先）※」に整備

し、本店本部運営ルール集に

反映した。 
※：連絡のタイミング・手段・連絡

先・内容、連絡後の対応事項項

等 

 

・本店庶務班は、新たに整備し

た「庶務班対応リスト（外部

連絡先）」に基づき、外部へ

の情報発信対応ができる。 

 

○記者会見者へ提供する

情報の充実化 

・より充実した情報（プ

レス文作成後の 新情

報）を会見者に伝達す

る方法について検討す

る必要がある。 

 

＜原因＞ 

・会見者へプレス文作成後の 新

情報を提供する仕組みが不足し

ている。 

 

＜対策＞ 

・本部広報班は、本店情報班が作

成する発電所情報（時系列）を

記者会見者が確認できるよう情

報の提供方法を検討する。 

・上記内容を実施した上で、教育

及び訓練を行い、定着を図って

いく。 

 

＜検証計画＞ 

以下の場面で検証する。 

・模擬記者会見時 

 

＜有効性確認方法＞ 

模擬記者及びプレーヤの振り返

りにて確認する。 

・左記対策として、本店情報班

が作成する発電所情報（時系

列）（本店８階）について、記

者会見場（本店３階）にいる

プレスセンター要員が 新情

報を確認できるようＷｅｂ会

議システムを設置した。 

・本店プレスセンターは、本店

本部で収集している発電所情

報（時系列）について、新た

に設置したＷｅｂ会議システ

ムを活用して、発電所の 新

情報を把握できる。 
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前回訓練の課題 改善策 検証計画・有効性確認方法 

○公設消防と自衛消防

隊の更なる連携の強

化 

・公設消防と自衛消防

隊の更なる連携強化

として、互いに積極

的な情報共有ができ

るように公設消防と

調整していく必要が

ある。 

 

＜原因＞ 

①自衛消防隊と公設消防の指揮所の位

置が少し離れている。 

②公設消防に権限移譲後の活動におけ

る相互の情報共有事項が整理できて

いない。 

 

＜対策＞ 

①積極的な情報共有ができる環境を整

備するため、自衛消防隊と公設消防

の指揮所を近づけるよう指揮所位置

を公設消防と調整する。 

②公設消防と権限移譲後の活動におけ

る相互の情報共有について公設消防

と調整する。 

③上記２項目を検討した上で、自衛消

防隊に教育及び訓練を行い、定着を

図っていく。 

＜検証計画＞ 

・東海・東海第二発電所においては

自衛消防隊が設置した指揮所に公

設消防を誘導して、公設消防の指

揮所を隣接して設置する手順とな

っていることから、その有効性を

確認する。 

 

＜有効性確認方法＞ 

公設消防による講評及び評価者によ

る評価チェックシートにて確認す

る。 

・自衛消防隊は、権限移譲後の活動

において、公設消防に対して以下

の事項を共有することで迅速かつ

的確な消防活動ができる。 

 a.自衛消防隊は、隊員の活動状況

及び消火対応の内容等を火災進

展に応じ、公設消防に適宜共有

できる。 

b.発電所本部は原子力災害が発生

している状況で環境放射線量の

変化、放射性物質の放出の可能

性等について自衛消防隊現場指

揮所を通じて公設消防と情報共

有できる。 

 

（添付－９ 2022 年度 敦賀発電所、東海・東海第二発電所原子力総合防災訓練 課題の検証計画） 

（添付－１０ 訓練指標に対するギャップ分析を踏まえた訓練実効性向上に係る検討） 
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指標６：シナリオの多様化・難度 

○訓練シナリオのアピールポイントを確認する 

○シナリオ多様化に関し、付与する場面設定を確認する 

○訓練プレーヤへ難度の高い課題をどのように与えているかを確認する 

 例） 

・時 間：要員が少ない時間帯 

・場 所：対応が困難となる場所 

・気 象：通常訓練で想定しない天候や組み合わせなど 

・体 制：キーとなる要員の欠員 

・資 機 材：手順外の資機材の活用 

・計 器 故 障：ＥＡＬ判断計器または重要計器故障、これに伴う代替パラメータでの確認 

・人為 的ミス：操作や報告のミス 

・ＯＦ Ｃ対応：要員派遣に加え、オンサイトと連携した活動 

・判 断 分 岐：マルチエンディング、途中の判断分岐など 

・そ の 他：複数の汚染傷病者など 

 

指標６ 説明 

（１）発災（特定事象）を想定する号機（複数又は全号機） 

  ・適合炉／未適合炉の実態及び訓練想定は以下の通り。 

 東海発電所 東海第二発電所 

 

 

 

 

 

 

※：地震・津波等の原子力防災管理者の判断を要しないものを除く 

 

 

  

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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 ○訓練シナリオのアピールポイント（訓練プレーヤへの難度の高い課題） 

（２）能力向上を促せるような実効性のある事故シナリオ 

事故シナリオの工夫 ねらい 
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○シナリオの多様化に関し、付与する場面設定 

（３）場面設定 

項 目 場面設定 シナリオに対する対応のねらい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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項 目 場面設定 シナリオに対する対応のねらい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（添付－１１ ２０２３年度 東海・東海第二発電所原子力総合防災訓練基本シナリオ） 

（添付－１２ 能力向上に資するシナリオの工夫及び判断分岐ポイントフローチャート） 

（添付－１３ 同一地域複数事業所同時発災を想定した訓練について） 

 

 

 

 

 

 

 

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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指標７：現場実動訓練の実施 

○現場実動訓練の実施内容を確認する 

○事故シナリオに基づき実施する緊急時対策所の活動との連携を確認する 

○他原子力事業者評価者の受け入れ予定を確認する 

 

指標７ 説明 （詳細は、添付－１４参照） 

○現場実動訓練の実施内容 

 

 

 

 

 ・テーマ 

  ① テーマ ：可搬型設備による送水 

  ② 対応手順：可搬型設備の設置及び送水操作 

  ③ 対応手段：可搬型代替注水設備によるＳＦＰ注水 

 

○事故シナリオに基づき実施する緊急時対策所の活動との連携に係る説明 

 

 

 

 

 

 

○他原子力事業者評価者の受け入れ予定 

 他原子力事業者を受け入れての訓練評価を計画している。 

 

（添付－１４ 東海第二発電所 現場実動訓練（指標７）【水源確保訓練：可搬型設備による送水】） 

 

  

シナリオ情報を含むためマスキング実施 

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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指標８：広報活動 

 ○評価要素①～⑤それぞれについて、対応、参加等の予定を確認する 

 

指標８ 説明 

①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応 

本店即応センターより要員を１名派遣し、連動したプレス対応を実施予定。 

・ＥＲＣコントローラより提示いただきたい内容 

 原災法１０条事象発生後の官房長官による記者会見に関すること。 

 原災法１５条事象発生後の内閣総理大臣による緊急事態宣言（会見）に関すること。 

・広報リエゾンの活動 

 プレスセンターの設置及び会見状況の情報提供。 

 ＳＮＳ及び模擬ホームページへの公表状況の情報提供。 

 

②記者等の社外プレーヤ参加 

 新聞記者等の社外プレーヤの訓練参加を計画し実施する。 

 

③他原子力事業者広報担当者等の社外プレーヤの参加 

 他原子力事業者の広報関係者を記者役として訓練参加を計画し実施する。 

 

④模擬記者会見の実施 

 上記②、③のプレーヤを含めた模擬記者会見を計画し実施する。 

 本店プレスセンターと現地プレスセンターを、Ｗｅｂ会議システムで接続した模擬記者会見を開催

し、一元的な情報提供を実施する。 

 

⑤情報発信ツールを使った外部への情報発信 

 模擬ホームページへの訓練プレス文の掲載を計画し実施する。 
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指標９：緊急時対応組織の能力向上 

９－１ 緊急時対応組織の実効性向上に係る中期計画 

○実発災時に予め原子力事業者防災業務計画に定められた活動が網羅的に実施されるよう、訓練の

中期計画及び年度計画が策定され、計画的に訓練に参加する組織の範囲、目的及び実動訓練の内

容等が選定されているか確認する。 

 ※指標９－１については、現状、参考としての位置づけで掲載している物であり、将来的には中

期計画に関する評価指標として独立させたうえで運用開始予定。 

９－２ 緊急時対応組織の実効性向上に係る年度計画 

○年度計画は、中期計画に基づき、訓練に参加する緊急時対応組織の範囲、目標、実動訓練の内容

等が選定されているか確認する。 

９－３ 緊急時対応組織の実動訓練 

○中期計画に基づき、実動訓練の傘下組織あるいは参加者は実発災時の活動を想定し、広範囲かつ

適切に選定されているかを確認する。 

９－４ 緊急時対応組織の実効性向上に係るより現実的な実動を伴う訓練設定 

○中期計画や年度計画で示された目標や狙いに応じ、発災規模を適切に設定し、その範囲内での活

動を想定した上で、より現実的が確保された実動を伴うシナリオや状況が設定されているか確認

する。 

９－５ 緊急時対応組織の実効性向上に係る支援活動の実施 

○訓練時に想定した発災規模の範囲で緊急時対応組織の活動を想定し、訓練が広範囲にわたる組織

間において適切な連携の下、計画通りに実施されたか確認する。また、評価のため、行動内容

（計画に実施できたこと、できなかったこと及び新たに見つかった問題）の記録が取られている

ことを確認する。 

 

指標９ 説明 

９－１ 緊急時対応組織の実効性向上に係る中期計画 

２０２３年度評価対象外のため省略 

９－２ 緊急時対応組織の実効性向上に係る年度計画 

①訓練目的 

○中期計画（ｄ.関係機関と連携した訓練等により、課題抽出や改善事項の反映を継続して実施

する。）に基づき、ひたちなか・東海広域事務組合消防本部（以下、「公設消防」という。）と

現場指揮本部における情報連携訓練を実施する。公設消防へ訓練参加依頼するための事前説明

にて、原子力災害発生下での消火活動に関する留意事項を確認するともに、訓練を通じて、お

互いの活動の連携や初期消火要員の技能向上と定着を図ることを目的とする。 

また、原子力災害下での公設消防の消火活動方針・活動範囲について確認する。 

②実発災を想定した今後の活動について 

○訓練終了後、プレーヤの振り返り、評価者による評価及び公設消防へのアンケートを実施し、

良好事例、気付き・改善事項等より、訓練課題を抽出する。 

○本訓練にて確認した内容を整理し、公設消防との連携に関するマニュアル等へ反映して、防火

訓練等で検証することを計画する。 

○平常時から地域レベルの会議体への参画を継続的に実施し、公設消防との連携を深める。 
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９－３ 緊急時対応組織の実動訓練 

○実動する緊急時対応組織は以下の通り 

・ひたちなか・東海広域事務組合消防本部（出動消防署は現在調整中） 約１２名（予定） 

 （訓練実施時、協力いただく消防署管内で実際に火災が発生し、緊急出動の要請が入った場合

には消火活動を優先し、本原子力防災訓練における連携訓練は模擬にて実施、連携訓練（実

動）は別途実施するものとする。） 

・自衛消防隊 

・発電所本部 庶務班 

 

９－４ 緊急時対応組織の実効性向上に係るより現実的な実動を伴う訓練設定 

①訓練日程等 

・訓練日時 ：２０２４年２月１３日１３：１５～１５：３０（予定） 

       （防災訓練のシナリオと連動して実施） 

・訓練場所 ：東海第二発電所構内 

・訓練参加者：ひたちなか・東海広域事務組合消防本部（出動消防署は調整中）約１２名（予定） 

自衛消防隊 １１名 

 

②場面設定・訓練想定等（詳細は、添付－１５参照） 

＜設定条件＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（添付－１５ 東海第二発電所 緊急時対応組織（公設消防との連携）の実動訓練）（指標９） 

（添付－１６ 東海・東海第二発電所原子力事業者防災業務計画（抜粋：防災関係機関等及び消火活

動）） 

 

９－５ 緊急時対応組織の実効性向上に係る支援活動の実施 

計画通り実施できたことが分かるエビデンス資料を提出する。 

  

  

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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指標１０：訓練への視察など 

（①他事業所への視察） 

○他事業者への視察実績、視察計画を確認する 

（②自社訓練の視察受け入れ） 

○自社訓練の視察受け入れ計画（即応Ｃ、緊対所それぞれの視察受入れ可能人数、募集締め切り

日、募集担当者の氏名・連絡先を確認する 

（③ピアレビュー等の受け入れ） 

○ピアレビュー等の受入れ計画（受入れ者の属性、レビュー内容等）を確認する 

（④他原子力事業者の現場実動訓練への視察） 

○視察又は評価者としての参加の実績、予定を確認する 

 

指標１０ 説明 

①他事業所への視察 

・実績 

（現地） 

美浜発電所（２０２３年９月２２日） 

視察実績：３名（緊急時対策所１名、現場実動１名、模擬ＥＲＣ１名） 

福島第一、第二原子力発電所（２０２３年９月１日） 

視察実績：１名（即応センター１名） 

東通原子力発電所（２０２３年９月５日） 

視察実績：１名（即応センター１名） 

島根原子力発電所（２０２３年１１月２４日） 

視察実績（現場実動１名） 

（統合原子力防災ＮＷテレビ会議システム又はＤＶＤによる視察実績） 

福島第一・第二原子力発電所（２０２３年９月１日） 

川内原子力発電所（２０２３年１２月１９日） 

・計画 

現地、統合原子力防災ＮＷテレビ会議システムによるＥＲＣ訓練視聴、ＤＶＤによる視察を継

続して実施予定 

大飯発電所（２０２４年１月１２日） 

女川原子力発電所（２０２４年１月２３日） 

泊発電所（２０２４年１月２６日） 

伊方発電所（２０２４年２月２日） 

志賀原子力発電所（２０２４年２月９日） 

柏崎刈羽原子力発電所（２０２４年２月２０日） 

高浜発電所（２０２４年２月２０日） 

玄海原子力発電所（２０２４年２月２７日） 

 

②自社訓練の視察受け入れ 

・原子力総合防災訓練において、発電所及び即応センターの視察者を受け入れ 

発電所受け入れ対応 

募集開始日：1月初旬予定、募集締切日：1月末日予定、募集人数：１０名（ 大） 

募集担当者： 個⼈情報を含むためマスキング実施 
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即応センター受け入れ対応 

募集開始日：１月下旬予定、募集締切日：２月２日（金）予定 

募集担当者： 

・訓練動画配布希望事業者募集について 

募集開始日：１月下旬予定、募集締切日：２月２日（金）予定 

募集担当者： 

 

③ピアレビュー等の受け入れ 

・他原子力事業者による発電所及び即応センターの訓練評価を実施する。 

 

④他原子力事業者の現場実動訓練への視察 

・他原子力事業者の受け入れ状況に応じて、視察を実施する。 

 

  

個⼈情報を含むためマスキング実施 

個⼈情報を含むためマスキング実施 
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指標１１：訓練結果の自己評価・分析 

○訓練実施及び訓練結果の自己評価において、【Ｃ】適切に検証・評価がされ、【Ａ】評価にしたが

って改善すべき事項が抽出され、具体的な対策の方針を定めているかを確認する。 

 

指標１１ 説明 

 ○課題の分析だけではなく、良好事例も含めた自己評価・分析を行う。 

 

備考：訓練参加率 

○発電所参加予定人数（うち、コントローラ人数）を確認する 

○即応センター参加予定人数（うち、コントローラ人数）を確認する 

○リエゾン予定人数を確認する 

○評価者予定人数を確認する 

 

備考 説明 

参加人数 訓練１日目 訓練２日目 

発電所 約１２０人 
（コントローラ１５人、評価者７人含む） 

約８０人 
（コントローラ８人、評価者５人含む） 

即応センター 

（本店） 

約１００人 
（コントローラ３人、評価者８人含む） 

約８０人 
（コントローラ２人、評価者７人含む） 

災害対策 

支援拠点 

約３５人 
（コントローラ１人、評価者１人含む） 

約３５人 
（コントローラ１人、評価者１人含む） 

リエゾン 

 

５人（プラント班４人、広報班 1 人） 

１人（プレーヤ外※） 
※模擬ＳＰＤＳ接続等の通信設備補助 

 

 

備考：中期計画の見直し状況 

○見直し状況、見直し内容、今年度訓練実施計画の位置づけを確認する 

○見直し後の中期計画を確認する 

○前回訓練の訓練報告書提出以降から次年度まで対応実績・スケジュール（作業フローなど）につ

いて、以下のＰＤＣＡの観点で概要を確認する 

【観点】前回訓練の訓練報告書提出から今回訓練までと今回の訓練を踏まえた[Ｃ]及び[Ａ]、中

期計画及び原子力防災業務計画への反映[Ｐ]の時期 

[Ｃ]訓練報告書の取りまとめ時期 

[Ａ]対策を講じる時期 

－具体的な対策の検討、マニュアル等への反映、周知・教育／訓練など（昨年度の訓

練実施結果報告書に掲げた各課題についての対応内容、スケジュールが分かるよう

に記載すること） 

－原子力事業者防災業務計画への反映の検討事項・時期（定期見直し含む） 

[Ｐ]中期計画等の見直し事項・時期、次年度訓練計画立案時期 

○前回訓練実施後の面談時に確認したＰＤＣＡ計画を確認する 

 

備考 説明資料 

 （添付－２ 原子力防災における中期計画について（再掲）） 
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備考：シナリオ非開示型訓練の実施状況 

○開示する範囲、程度（一部開示の場合、誰に／何を開示するのか具体的に記載）及びその設定理

由を確認する 

 

備考 説明 

 ○訓練項目や目的を周知するため、添付－１「２０２３年度 東海・東海第二発電所 原子力防災訓

練（東海：第１部、東海第二：総合訓練）について」をプレーヤに配布。（シナリオに関係する部

分の内、「同一地域複数事業所同時発災」に関する内容については訓練統制のため開示） 
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備考：訓練統制 

○パラメータ設定の誤りや訓練コントローラの不適切な介入（条件付与）等の訓練コントローラの

不備により、参加者において混乱が生じるなど、訓練統制上のトラブルがおきていないか確認す

る。 

 

備考 説明 

○パラメータ設定 

東海第二発電所の訓練は、模擬ＳＰＤＳを用いて訓練を実施しており、模擬ＳＰＤＳに実装する

訓練データは、事前にフルスコープシミュレータで検証した訓練データを用いている。 

訓練データのパラメータ挙動については、事前に事務局及びフルスコープシミュレータのインス

トラクタにより多重確認を実施し、パラメータ挙動に誤りがないことを確認している。 

しかし、模擬ＳＰＤＳの不具合等により事務局が想定していないパラメータ挙動が発生した場合

には、訓練統括者と相談の上、ＴＶ会議を用いて訓練の中断を宣言し、発電所、本店及びその他

拠点にそのパラメータ挙動等について周知を行い、訓練を再開する。 

○訓練コントローラの連携 

各拠点の訓練コントローラは常に連携できる体制を構築している。 

連携箇所 連携方法 連携内容 

発電所内 ＰＨＳのグループ通話による

常時接続通話 

訓練統括者の指示に基づき、付与情報を

プレーヤに与えている。 

発電所－本店間 適時携帯電話にて連携 訓練進捗状況、懸念事項の有無及び訓練

終了タイミング等を情報共有する。 

本店－各拠点間 適時携帯電話にて連携 訓練進捗状況、懸念事項の有無及び訓練

終了タイミング等を情報共有する。 
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補足：事業者とＥＲＣの訓練コントローラ間の調整事項 

○ＥＲＣ広報班との連動の有無 

○ＴＶ会議接続先（即応センター、ＯＦＣ、緊対所） 

○リエゾンの人数（プラント・広報）、入館時刻、訓練参加タイミング 

○訓練終了のタイミング、その後の振り返りの要否 

○ＥＲＳＳ使用に係る当庁情報システム室との調整状況 

○事前通信確認実施の要否 

○即応センターコントローラの所属、氏名、連絡先 

○ＥＲＣ対応者の職位、氏名 

○訓練時、メールを利用したＥＲＣプラント班への資料提供の実施の有無 

 

補足 説明 

○ＥＲＣ広報班との連動の有無 

本店即応センターより１名派遣し、連動したプレス対応を実施予定。 

・ＥＲＣコントローラより提示いただきたい内容 

 原災法１０条事象発生後の官房長官による記者会見に関すること。 

 原災法１５条事象発生後の内閣総理大臣による緊急事態宣言（会見）に関すること。 

・広報リエゾンの活動 

 プレスセンターの設置及び会見状況の情報提供。 

 ＳＮＳ及び模擬ホームページへの公表状況の情報提供。 

 

○ＴＶ会議接続先（即応センター、ＯＦＣ、緊対所） 

即応センター、ＯＦＣ茨城予備システム２（シークレットモードで接続） 

 

○リエゾンの人数（プラント・広報）、入館時刻、訓練参加タイミング 

①プラント班４名、広報班１名の計５名を予定 

なお、プレーヤ外の通信設備補助１名を加えた６名が入館予定 

②規制庁への入館時刻は、１２：４５を予定。（訓練開始３０分前） 

③訓練参加のタイミングは、１３：５５を予定。（訓練開始から４０分後） 

 

○訓練終了のタイミング、その後の振り返り要否 

①即応センターコントローラからＥＲＣコントローラへ事前連絡の後、終了宣言。 

（ＥＲＣ対応班スピーカより、今後の戦略の見通し（長期戦略）説明後。） 

②振り返り時の規制庁参加要否：要 

 

○ＥＲＳＳ使用に係る当庁情報システム室との調整状況 

ＥＲＳＳは使用せず、訓練データをプリセットした模擬ＳＰＤＳを使用した訓練を実施する。その

ため、規制庁情報システム室との調整は不要である。 

 

○事前通信確認実施の要否 

ＥＲＣ内における模擬ＳＰＤＳ（ＳＰＤＳ表示端末）の表示状況確認、統合原子力防災ネットワー

クＴＶ会議映像（書画装置の伝送・資料投影を含む）、訓練で使用するＦＡＸ等について、事前通

信確認を実施する。 
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○即応センターコントローラの所属、氏名、連絡先 

所属 ： 

氏名 ： 

連絡先： 

 

○ＥＲＣ対応者の職位、氏名 

①メインスピーカ 

所属 ： 

氏名 ： 

②サブスピーカ 

所属 ： 

氏名 ： 

 

○訓練時、メールを利用したＥＲＣプラント班への資料提供の実施の有無 

本訓練にて計画はない 

 

＜添付資料一覧＞ 

添付－１「２０２３年度 東海・東海第二発電所 原子力防災訓練（東海：第１部、東海第二：総合訓

練）について」 

添付－２ 原子力防災における中期計画について 

添付－３ 訓練全体スケジュール 

添付－４ 各訓練項目の内容及び達成基準 

添付－５ 東海・東海第二発電所原子力事業者防災業務計画（抜粋：原子力防災訓練の内容） 

添付－６ 情報共有のための情報フロー 

添付－７ ＥＲＣ対応班説明者（スピーカ）・ＥＲＣリエゾン要員育成・配置計画 

添付－８ プラント情報表示システムの使用 

添付－９ ２０２２年度 敦賀発電所、東海・東海第二発電所原子力総合防災訓練 課題の検証計画 

添付－10 訓練指標に対するギャップ分析を踏まえた訓練実効性向上に係る検討 

添付－11 ２０２３年度 東海・東海第二発電所原子力総合防災訓練基本シナリオ 

添付－12 能力向上に資するシナリオの工夫及び判断分岐 

添付－13 同一地域複数事業所同時発災を想定した訓練について 

添付－14 東海第二発電所 現場実動訓練（指標 7）【水源確保訓練：可搬型設備による送水】 

添付－15 東海第二発電所 緊急時対応組織（公設消防との連携）の実動訓練（指標９） 

添付－16 東海・東海第二発電所原子力事業者防災業務計画（抜粋：防災関係機関等及び消火活動） 

添付－17 ＣＯＰ様式 

添付－18 本店災害対策本部、発電所災害対策本部レイアウト 

添付－19 本店ＥＲＣ対応ブース配席図及び役割分担 

添付－20 ＥＲＣ書架内の資料整備状況（資料一覧） 

  

個⼈情報を含むためマスキング実施 

個⼈情報を含むためマスキング実施 

個⼈情報を含むためマスキング実施 
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添付－１ 

２０２４年 １月１１日 

日本原子力発電株式会社 

 

２０２３年度 東海・東海第二発電所 原子力防災訓練 

（東海：第１部、東海第二：総合訓練）について 

 

１．訓練目的 

本訓練は、東海・東海第二発電所原子力事業者防災業務計画に基づき、原子力災害発生時におい

て、発電所本部、本店本部及び原子力事業所災害対策支援拠点等の各拠点が各々の役割を認識し連

携することで、原子力防災組織が有効に機能することの確認を目的とする。 

また、２０２２年度の訓練結果を踏まえた課題に対する改善事項の有効性を確認する。 

   なお、本訓練では、同一地域複数事業所同時発災を想定した訓練として、日本原子力研究開発機

構核燃料サイクル工学研究所と連携した訓練を実施する。 

 

２．日  時 

訓練１日目：２０２４年２月１３日（火）１３：１５～１６：００（予定） 

訓練２日目：２０２４年２月１４日（水）１３：３０～１６：００（予定） 

 

３．対応場所 

日本原子力発電：東海発電所及び東海第二発電所 

本店（原子力施設事態即応センター） 

原子力事業所災害対策支援拠点（地域共生部（茨城事務所）） 

茨城県原子力防災センター 

 

４．訓練想定 

（１）事象発生時間帯 

○平日昼間を想定（訓練時間は当日実時間で進行） 

 

（２）訓練対象号機とプラント運転状態 

○東海発電所  ：廃止措置中 

○東海第二発電所：定格熱出力一定運転中 

 

（３）事象想定 

○原子力災害 

 ・東海発電所において警戒事態該当事象に至る原子力災害を想定 

・東海第二発電所において原子力災害対策特別措置法第１５条事象に至る原子力災害を想定 

○その他災害 

  

 
シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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５．中期計画における今年度訓練の位置づけ及び２０２２年度の訓練課題 

（１）中期計画（添付－２ 原子力防災における中期計画について） 

①年度目標 

 事象が長期化した場合でも各役割を遂行できること。（住民防護に関する事項を含む） 

②長期化における取組み 

a.事象の長期化に伴う要員交代での対応不備などが生じない体制を当該年度までに整える。 

b.事象の長期化を想定した訓練により、要員交代の対応を検証し、課題抽出や改善事項の反映を

行う。 

c.住民防護に関する実動を含む訓練により課題抽出や改善事項の反映を行う。 

d.関係機関と連携した訓練等により、課題抽出や改善事項の反映を継続して実施する。 

 

（２）２０２２年度の訓練課題 

「指標５：前回訓練の訓練課題を踏まえた訓練実施計画等の策定について」のとおり。 

 

６．訓練目標及び主な検証項目 

上記「５．中期計画における今年度訓練の位置づけ及び２０２２年度の訓練課題」及び「同一地

域複数事業所同時発災を想定した訓練」を踏まえ、以下の訓練目標及び検証項目を設定する。 

（１）事象が長期化した場合における要員交代を想定し、交代前後の要員が各役割を遂行して事態対処

に向けた意思決定及び基本的な事故対応ができること。【中期計画：a.b.】 

＜主な検証項目＞ 

①発電所本部要員（交代後）は、活動開始前にブリーフィングを行い、これまでの事故・プラン

ト状況、現在の活動状況及び今後の対応方針を把握できる。 

② 

 

[訓練２日目：本部運営訓練（東海第二発電所）] 

 

（２）住民防護に係る実動対応ができること。【中期計画：c.】 

＜主な検証項目＞ 

①自治体から住民避難行動に係る支援要請を受けたことを想定し、原子力事業所災害対策支援拠

点の支援要員は、要配慮者の体調に配慮した福祉車両での搬送ができる。 

[訓練１日目：原子力事業所災害対策支援拠点運営訓練] 

 

（３）関係機関と連携した発電所の支援活動ができること。【中期計画：d.】 

＜主な検証項目＞ 

①自衛消防隊は、公設消防に対して以下の事項を共有することで迅速かつ的確な消防活動ができ

る。 

a.自衛消防隊は、隊員の活動状況及び消火対応の内容等を火災進展に応じ、公設消防に適宜

共有できる。 

b.発電所本部は原子力災害が発生している状況で環境放射線量の変化、放射性物質の放出の

可能性等について自衛消防隊現場指揮所を通じて公設消防と共有できる。 

 

 

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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（４）隣接事業所同時発災を踏まえた情報連携及び事故収束活動ができること。【同一地域複数事業所

同時発災】 

＜主な検証項目＞ 

   ①発電所本部は、核燃料サイクル工学研究所（以下、「核サ研」という。）との連絡体制確立後、

核サ研の事故状況を本部内に共有できる。 

   ② 

 

 

 [訓練１日目：本部運営訓練（東海・東海第二発電所）] 

   ③本店ＥＲＣ対応班は、緊急情報を入手した場合、機構対策本部即応センターが発話中であって

も緊急情報として直ちに割り込んで発話できる。 

  [訓練１日目：ＥＲＣ対応訓練（本店] 

 

（５）改善事項に対する改善策が有効に機能していること。 

＜主な検証項目＞ 

①本店庶務班は、本店警戒本部設置後、本店総合対策本部設置後において、新たに整備した「庶

務班対応リスト（外部連絡先）」に基づき、外部への情報発信ができる。 

[訓練１日目：本部運営訓練（本店）] 

②本店プレスセンターは、本店本部で収集している発電所情報（時系列）について、新たに設置

したＷｅｂ会議システムを活用して、発電所の 新情報を把握できる。 

[訓練１日目：広報対応訓練] 

③発電所本部及び水源確保責任者は手順書（案）に基づき、プラント状況変化の都度、情報連携

ができる。 

[訓練２日目：現場実動訓練] 

 

７．訓練項目及び達成基準 

各訓練項目の内容及び達成基準は、添付－４ 「各訓練項目の内容及び達成基準」のとおり。 

＜訓練１日目＞ 

（１）本部運営訓練【東海発電所（第１部）、東海第二発電所】 

事象発生により緊急時応急対策対応要員を招集し、本部の運営を行う。 

 

（２）通報連絡訓練【東海発電所（第１部）、東海第二発電所】 

事象発生から終結までの間、情報を収集し、社内及び社外関係各所に通報、連絡を行う。 

 

（３）緊急時モニタリング訓練【東海発電所（第１部）、東海第二発電所】 

発電所敷地内及び敷地境界付近において、実際にモニタリングカーを走らせ、空間放射線量率

及び空気中ヨウ素濃度の測定等を行う。 

  

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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（４）発電所退避者誘導訓練【東海発電所（第１部）、東海第二発電所】 

本部からの退避誘導指示に基づき、本部要員以外の社員、協力会社従業員、原子力館見学者に

ついて、退避誘導者により指定された退避集合場所への誘導を行う。 

 

（５）原子力災害医療訓練【東海発電所（第１部）、東海第二発電所、本店】 

管理区域内での負傷者発生を想定し、負傷者搬出、汚染除去及び応急処置等の対応を行う。ま

た、オンサイト医療の派遣要請を行う。 

 

（６）シビアアクシデント対策訓練【東海第二発電所】 

シビアアクシデントを想定し、アクシデントマネジメントに係る対応を行う。 

 

（７）原子力緊急事態支援組織対応訓練【東海第二発電所、本店】 

原子力緊急事態支援組織との連携に係る対応を行う。 

 

（８）その他必要と認められる訓練 

①原子力防災センター訓練【東海第二発電所】 

原子力防災センター内における事業者の情報連携に係る対応を行う。 

②本部運営訓練【本店】 

事象発生により緊急時応急対策対応要員を招集し、本部の運営を行う。 

③ＥＲＣ対応訓練【本店】 

a.ＥＲＣプラント班へ、プラント状況、対応戦略の情報提供を行う。 

b.原子力規制庁ＥＲＣへリエゾンを派遣し、即応センターとの情報連携及びＥＲＣプラント班

活動のサポートを行う。 

c.ＥＡＬ判断後における１０条確認・１５条認定会議の対応を行う。 

④原子力事業者間協力協定に基づく支援連携訓練【本店】 

原子力事業者間協力協定に基づき、協力要請等の情報連携を行う。 

⑤広報対応訓練【本店】 

プレスセンターでの記者会見、ホームページのプレス文掲載及び広報班リエゾンとの連携を行

う。 

⑥原子力事業所災害対策支援拠点運営訓練【地域共生部、本店】 

a.支援本部運営 

原子力事業所災害対策支援拠点の支援本部の運営を行う。 

b.自治体リエゾン派遣対応 

自治体リエゾンを派遣し、自治体が運営する会議体へ発電所情報の提供を行う。 

c.住民避難支援（要配慮者避難支援）対応 

自治体から支援要請を受けたことを想定し、住民避難行動に係る支援活動を行う。 
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＜訓練２日目＞ 

（１）本部運営訓練【東海第二発電所】 

事象発生により緊急時応急対策対応要員を招集し、本部の運営を行う。 

 

（２）全交流電源喪失訓練【東海第二発電所】 

全交流電源喪失を想定し、電源機能喪失時における原子力施設の保全のための活動を行う。 

 

（３）シビアアクシデント対策訓練【東海第二発電所】 

シビアアクシデントを想定し、アクシデントマネジメントに係る対応を行う。 

 

（４）その他必要と認められる訓練 

①本部運営訓練【本店】 

事象発生により緊急時応急対策対応要員を招集し、本部の運営を行う。 

②ＥＲＣ対応訓練【本店】 

a.ＥＲＣプラント班へ、プラント状況、対応戦略の情報提供を行う。 

③原子力事業所災害対策支援拠点運営訓練【地域共生部、本店】 

a.支援本部運営 

原子力事業所災害対策支援拠点の支援本部の運営を行う。 

b.自治体リエゾン派遣対応 

自治体リエゾンを派遣し、自治体が運営する会議体へ発電所情報の提供を行う。 

 

８．訓練形式 

○シナリオ非掲示型（「同一地域複数事業所同時発災」に関する内容は訓練統制のため開示） 

○訓練中スキップ無し（2 日目訓練開始前に 1 日目訓練終了以降の情報を付与する） 

 

９．訓練の進行 

○コントローラからの条件付与。 

○ＥＲＳＳ／ＳＰＤＳは使用せず、模擬ＳＰＤＳ使用する。 
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１０．訓練体制 

（１）訓練 1 日目（２月１３日）実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）訓練２日目（２月１４日）実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）評価体制 

訓練参加者以外から評価者（発電所社員、本店社員及び他電力社員等）を専任し、発電所本部及

び本店本部の活動における手順の検証や対応の実効性等について評価し、改善点の抽出を行う。 

また、訓練終了後には、訓練参加者、訓練コントローラ及び評価者にて振り返りを実施し、訓練

全体を通した意見交換及び気付き事項を集約し、課題の抽出を行う。 

 

（４）ピアレビューの受け入れについて 

発電所での訓練評価の受け入れ及び訓練録画にて他電力事業者のピアレビューを受ける。 

 

 

社外 

関係機関 

（一部実施）

原子力防災センター（茨城） 

原子力規制庁ＥＲＣ 

（緊急時対応センター） 

※1 統合原子力防災ネットワーク接続 

※2 原子力事業者防災業務計画に定める通報 

※3 原子力事業者間協力協定に基づく通報連絡 

通報連絡 ※2 

通報連絡

※2

※1情報連絡

情報連絡 対外回答

技術支援 対外問合せ

通報連絡 

(一部実施) 

支援要請

派遣

要員派遣、情報共有

資機材支援

要員派遣

情報共有

情報共有原子力事業所 

災害対策支援拠点 

 

 

東海発電所・ 

東海第二発電所 

災害対策本部 

他の原子力事業者等

原子力緊急事態 

支援センター 

支援要請

協力要請※3

情報共有

本店総合災害対策本部 

（原子力施設事態即応センター） 

 

東海発電所・ 

東海第二発電所 

災害対策本部 

原子力規制庁ＥＲＣ 

（緊急時対応センター） 

※2（模擬）

情報連絡

技術支援
本店総合災害対策本部 

（原子力施設事態即応センター） 

原子力事業所 

災害対策支援拠点 

情報連絡

情報連絡

資機材支援

情報共有

情報共有

※1（模擬）
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添付－２ 原子力防災における中期計画について

2023年11月
日本原子力発電株式会社

原子力防災における中期計画について
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1．はじめに

原子力防災における中期計画（以下，「中期計画」という。）は，2021年度から2023年度の
3ヵ年目標として，2021年度に下表のとおり設定している。

3ヶ年目標
住民防護の観点で必要な情報を適切なタイミングで発信出来ること，原子力事業所災害対策支援拠点
（地域支援対応含む）の活動が確実に実施できること。

対象年度 2021年度 2022年度 2023年度

年度目標
オフサイトの各拠点を含め，各役割
を遂行できること。

住民防護の観点で各拠点が連携
して活動ができること。

事象が長期化した場合でも各役
割を遂行できること。

具体的な
取組み

事象進展予測において，住民防護を
意識した必要な情報発信を行う手順
等を整備して検証し，課題抽出や改
善事項の反映を行う。

住民防護措置が必要な事象を想
定した訓練により，各拠点が連携
した活動等を検証し，課題抽出や
改善事項を反映する。

事象の長期化に伴う要員交代で
の対応不備などが生じない体制を
当該年度までに整える。

事象の長期化を想定した訓練によ
り，要員交代の対応を検証し，課
題抽出や改善事項の反映を行う。

他社の良好事例などを反映し，地域
支援の対応手順等の改善を図る。

オフサイトの各拠点でもＣＯＰ及び共
有資料を活用し，発電所情報が説
明できるようにする。

関係機関と連携した訓練等により，
各拠点での支援活動等を検証し，
課題抽出や改善事項の反映を行う。

＜原子力防災における中期計画（2021年度策定）＞
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2．中期計画（2022年度）の取組みに対する実績評価

2022年度
訓練目標・検証項目

実 績
（防災訓練実施結果報告書抜粋）

評 価

【各拠点における住民防護対応
の実施】
後方支援拠点等の各拠点が連
携し，以下の住民防護における
対応ができること。
・住民避難等の状況把握及び
共有
・住民防護における自治体から
の要請を想定した対応

○東海・敦賀防災訓練において，オフサイトセンター（以下
「OFC」という。）に派遣された要員は，OFC内で共有された住
民避難等の情報を，発電所本部，本店本部，原子力事業所
災害対策支援拠点（以下，「後方支援拠点」という。）にて共有
した。

○東海・東二防災訓練においては，福祉車輌を用いた要避難
支援者搬送訓練を実施した。

○敦賀防災訓練においては，自治体からの要請に関する情
報を，後方支援拠点に連絡し，連絡を受けた後方支援拠点は，
拠点内に報告するとともに対応について検討した。後方支援
拠点で検討した結果は，自治体派遣要員を通じて，要請が
あった自治体に伝達することができた。

本訓練では，住民防護対応に関して，
主に情報連携訓練を実施した結果，課
題抽出ができていることから2022年度
中期計画の目標は達成できたと評価し
ている。

しかしながら，住民防護対応に関して，
情報連携のみの対応であり，実動を含
む対応の検証が不足していることから，
実動を含む訓練を実施することについ
て，2023年度中期計画に反映する。

【火災発生に伴う適切な消火活
動の実施】
火災及び広範囲に充満した煙
に対し，煙充満を考慮した消火
活動（排煙含む）及び公設消防
に対して消火活動に必要な情
報（火災現場状況及びプラント
事故進展による放射線量状況）
適時提供できること。

敦賀防災訓練において，以下の事項が実施できたことから，
煙充満を考慮した消火活動及び公設消防に対して消火活動
に必要な情報の提供が概ね支障なく実施できたものと評価す
る。

○広範囲に充満した煙で視界が悪い状況下を想定し，自衛
消防隊は，消火戦略を速やかに立案し，煙発生エリア内の進
入時における安全対応（ヘッドライト等の照明を使用，安全姿
勢及びロープによる隊員間の安全確保）を実施した上で現場
に進入して消火活動及び排煙作業を行うことができた。

○自衛消防隊は，公設消防が発電所に到着時に，速やかに
火災現場状況及びプラント事故進展による放射線量状況を情
報提供した。また，火災現場到着後から消火活動終了までの
間も適時情報提供を実施することができた。

本訓練では，関係機関（公設消防）と
連携した実動訓練を実施した結果，訓
練目標は達成できているとともに更なる
改善事項も抽出できていることから，
2022年度中期計画の目標は達成できた
と評価している。

しかしながら，公設消防以外の連携を
必要とする関係機関の抽出及びその連
携内容を整理するとともに，調整した関
係機関と訓練等を実施し，課題抽出や
改善事項の反映を図る必要があること
から，2023年度中期計画に継続して実
施することを明記する。
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3．中期計画の設定

3ヶ年目標
住民防護の観点で必要な情報を適切なタイミングで発信出来ること，原子力事業所災害対
策支援拠点（地域支援対応含む）の活動が確実に実施できること。

対象年度 2021年度 2022年度 2023年度

年度目標
オフサイトの各拠点を含め，
各役割を遂行できること。

住民防護の観点で各拠点が
連携して活動ができること。

事象が長期化した場合でも
各役割を遂行できること。
（住民防護に関する事項を含む）

具体的な
取組み

事象進展予測において，住
民防護を意識した必要な情
報発信を行う手順等を整備し
て検証し，課題抽出や改善事
項の反映を行う。

住民防護措置が必要な事象
を想定した訓練により，各拠
点が連携した活動等を検証し，
課題抽出や改善事項を反映
する。

事象の長期化に伴う要員交
代での対応不備などが生じ
ない体制を当該年度までに
整える。

事象の長期化を想定した訓
練により，要員交代の対応を
検証し，課題抽出や改善事
項の反映を行う。

住民防護に関する実動を含
む訓練により，課題抽出や改
善事項の反映を行う。

他社の良好事例などを反映し，
地域支援の対応手順等の改
善を図る。

オフサイトの各拠点でもＣＯＰ
及び共有資料を活用し，発電
所情報が説明できるようにす
る。

関係機関と連携した訓練等に
より，各拠点での支援活動等
を検証し，課題抽出や改善事
項の反映を行う。

（関係機関との連携した訓練
等により，課題抽出や改善事
項の反映を継続して実施）

○検討結果を踏まえ、下表赤字のとおり、中期計画を設定（見直し）する。
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【中期計画設定（補正）のイメージ】
① 3ヶ年ごとに中期計画を設定する。
② 単年度ごとに評価を行い，必要に応じて期中に補正を行う。

＜参考資料＞中期計画の設定（補正）方針（1/2）

今回の対象範囲
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【年度評価】
①前年度目標に対する課題抽出，原因分析及び改善策を検討する。（D，C）
②上記①の改善事項について，次年度の中期計画へ反映する必要がある場合は補正する。（A，P）
③防災業務計画等の改正に伴い，中期計画へ反映する必要がある場合は補正する。（A，P）

【単年度評価の進め方（イメージ）】

年度目標に対する課題抽出

課題の原因分析，改善策検討

改善事項の取組み整理

中期計画への反映要否判断

中期計画設定（補正）

改善事項等の取組み

改善策等の検証評価

必要に応じて中期計画へ反映（補正）

全社大での取組み事項抽出

防災業務計画からの取組み事項の抽出
他社の訓練課題等の反映

３年後の新たな中期計画の設定にあっては，これ
までの取組み実績を評価した結果からの課題等を
反映する。

P

D
C A

（必要に応じて）

＜参考資料＞中期計画の設定（補正）方針（2/2）
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1⽇⽬（2⽉13⽇） 2⽇⽬（2⽉14⽇）
１３ １４ １５ １６  １３ １４ １５

イベント

発電所

OFC

本店

原⼦⼒
事業所

災害対策
⽀援拠点

社外関係
機関等

＜訓練全体スケジュール＞ 添付－３

シナリオ情報を含むためマスキング実施
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各訓練項⽬の内容及び達成基準 

＜１⽇⽬（2 ⽉ 13 ⽇）の各訓練項⽬の内容及び達成基準＞ 

訓練項⽬ 訓練内容 達成基準/評価概要（評価者⼜はプレーヤの振り返りで確認） 中期計画等との関連

(1)本部運営訓練 
【東海発電所（第 1 部）， 

東海第⼆発電所】 
 
 

事象発⽣により緊急時応急対策対応要員を招集し，本部の運
営を⾏う。 
・事象発⽣に伴う要員参集，本部設置 
・発電所情報の収集・把握 
・発電所情報の本店本部，OFC 派遣要員，原⼦⼒事業所災

害対策⽀援拠点への提供 
・EAL 該当判断 
・事故進展予測，事故収束対応戦略の⽴案，決定 
・OFCへの要員派遣 
・本店本部への⽀援要請 
・⽕災発⽣に伴う⾃衛消防隊の出動，公設消防との連携 
・隣接事業所同時発災に伴う核サ研との連携 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【中期計画】a.d. 
【訓練⽬標】 
（1）,（3）,（4） 
【指  標】 
1，５，6，9 

添付－４

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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訓練項⽬ 訓練内容 達成基準/評価概要（評価者⼜はプレーヤの振り返りで確認） 中期計画等との関連
(2)通報連絡訓練 
【東海発電所（第 1 部）， 

東海第⼆発電所】 
 

事象発⽣から終結までの間，情報を収集し，社内及び社外関係各所
に通報，連絡を⾏う。 
・発電所情報の収集及び通報⽂の作成 
・⼀⻫ FAX 等による通報先への通報⽂の発信 
・電話による通報⽂の着信確認 
 

 
 

【中期計画】a. 
【訓練⽬標】（1） 
【指  標】4 

(3)緊急時環境モニタリング
訓練 

【東海発電所（第 1 部）， 
東海第⼆発電所】 

発電所敷地内及び敷地境界付近について，実際にモニタリングカー
を⾛らせ，空間放射線量率及び空気中ヨウ素濃度の測定等を⾏う。 
・モニタリングカーによる実測 
・測定結果の発電所本部との情報連携 

 
 

【中期計画】a. 
【訓練⽬標】（1） 
【指  標】なし 

(4)発電所退避者誘導訓練 
【東海発電所（第 1 部）， 

東海第⼆発電所】 
 

本部からの退避誘導指⽰に基づき，本部要員以外の社員，協⼒会社
従業員，原⼦⼒館⾒学者について，退避誘導者により指定された退
避集合場所への誘導を⾏う。 
・放送装置を⽤いて発電所構内退避時集合場所への⼀時退避の指⽰ 
・実際に退避役を配置した退避誘導者による集合場所への退避誘導 
・退避誘導者と発電所本部の情報連携 

 【中期計画】a. 
【訓練⽬標】（1） 
【指  標】なし 

(5)原⼦⼒災害医療訓練 
【東海発電所（第 1 部）， 

東海第⼆発電所，本店】 

東海発電所にて負傷者発⽣を想定（⾝体汚染有）。 
発電所保健安全班及び放射線管理班と連携し，汚染除去⽅法の選
定・対処及び負傷状況に応じた応急処置を実施する。 
本店保健安全班は，発電所構内の医療体制確⽴に向けたオンサイト
医療に係る派遣要請を⾏う。 
・（公財）原⼦⼒安全研究協会への医師派遣要請及び情報連携 
 

 【中期計画】a. 
【訓練⽬標】（1） 
【指  標】６ 

(6)シビアアクシデント対策
訓練【東海第⼆発電所】 

 

シビアアクシデントを想定し，アクシデントマネジメントに係る対応
を⾏う。 
・プラント状況を把握し，進展予測，対応戦略の検討・⽴案を⾏
う。 

 【中期計画】 a. 
【訓練⽬標】（1） 
【指  標】6 

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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訓練項⽬ 訓練内容 達成基準/評価概要（評価者⼜はプレーヤの振り返りで確認） 中期計画等との関連
(7)原⼦⼒緊急事態⽀援組織

対応訓練 
【東海第⼆発電所，本店】 

原⼦⼒緊急事態⽀援組織との連携に係る対応を⾏う。 
・発電所本部から本店本部への⽀援要請依頼 
・本店本部から美浜⽀援センターへの⽀援要請及び情報連携 
【模擬範囲】 
・資機材操作に係る実動訓練は，要素訓練として実施

 【中期計画】 a. 
【訓練⽬標】（1） 
【指  標】9 

(8)その他必要と認められる
訓練 

①原⼦⼒防災センター訓練 
【東海第⼆発電所，地域共

⽣部】 
 

原⼦⼒防災センター内における事業者の情報連携に係る対応を⾏う。
・原⼦⼒防災センター事業者ブース，プラントチームへの要員派遣 
・事業者ブースでの発電所情報の収集，プラントチームへの提供 
・原⼦⼒防災センター内での住⺠避難情報等の収集，発電所本部，

本店本部及び原⼦⼒事業所災害対策⽀援拠点との共有 
・原⼦⼒防災センター内での隣接事業所との事故情報の共有 
【模擬範囲】 
・⾃治体・関係機関の活動状況は，コントローラから情報付与する。
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

【中期計画】 a.c. 
【訓練⽬標】 

（2），（4）
【指  標】9 

②本部運営訓練【本店】 事象発⽣により緊急時応急対策対応要員を招集し，本部の運営を⾏う。
・発電所からの事象発⽣連絡を受けた本店要員の参集，本店本部設置
・発電所情報の収集・把握 
・発電所本部への安全評価等に係る技術的⽀援 
・発電所本部への応援要員，物資⽀援等の検討 
・社外への情報発信及び⽀援要請 
・外部（OFC，ERC）への要員派遣 
・外部情報（住⺠避難状況等）の収集・把握及び本店本部内での共有

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【中期計画】 a. 
【訓練⽬標】 

（1），（5）
【指  標】1，5 

  

シナリオ情報を含むためマスキング実施 

45



訓練項⽬ 訓練内容 達成基準/評価概要（評価者⼜はプレーヤの振り返りで確認） 中期計画等との関連

③ERC 対応訓練【本店】 a.ERC プラント班へ，プラント状況，対応戦略等の情報提供を⾏

う。 

 【中期計画】a. 

【訓練⽬標】 

（1），（4）

【指  標】 

2，3，4

b.原⼦⼒規制庁 ERC へリエゾンを派遣し，即応センターとの情報連

携及び ERC プラント班活動のサポートを⾏う。 

 

 

c.EAL 判断後における 10 条確認・15 条認定会議の対応を⾏う。  

④原⼦⼒事業者間協⼒協定

に基づく⽀援連携訓練 

【本店】 

 

原⼦⼒事業者間協⼒協定に基づき，協⼒要請等の情報連携対応を⾏う。

・幹事会社である東京電⼒ HD 株式会社への協⼒要請及び情報連携 

【模擬範囲】 

・情報連絡のみ実連絡を⾏い，以降の活動はコントローラから情報付

与する。 

 【中期計画】a. 

【訓練⽬標】（1） 

【指  標】9 

⑤広報対応訓練【本店】 

 

プレスセンターでの記者会⾒，ホームページへのプレス⽂掲載及び

広報班リエゾンとの連携を⾏う。 

・プレスセンターにおける発電所最新情報の収集，把握 

・本店及び現地のプレスセンターが連携した模擬記者会⾒の開催 

・模擬ホームページや SNS による社外への情報発信 

・広報班リエゾンを派遣し，ERC 広報班と連動したプレス対応 

【模擬範囲】 

・記者会⾒は，新聞記者の他，他事業者の広報担当者及び社内模擬

記者役を⽴てて⾏う。 

・ERC 広報班は，模擬とし，規制庁コントローラとの連携を⾏う。

 

 

【中期計画】a. 

【訓練⽬標】 

（1），（5）

【指  標】5，8 

 

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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訓練項⽬ 訓練内容 達成基準/評価概要（評価者⼜はプレーヤの振り返りで確認） 中期計画等との関連

⑥原⼦⼒事業所災害対策⽀

援拠点運営訓練【地域共

⽣部，本店】 

 

a.⽀援本部運営 

原⼦⼒事業所災害対策⽀援拠点の⽀援本部の運営を⾏う。 

・発電所情報の収集・把握 

・外部からの⽀援要員・資機材の受⼊・調整 

・OFC への連絡要員派遣 

・OFC 連絡要員との情報連携（住⺠避難情報等の収集） 

 【中期計画】c. 

【訓練⽬標】（2） 

【指  標】9 

 

b.⾃治体リエゾン派遣対応 

⾃治体リエゾンを派遣し，⾃治体が運営する会議体へ発電所情報の

提供を⾏う。 

・⾃治体が運営する会議体へのリエゾン派遣 

・⾃治体リエゾンと⽀援本部との情報連携 

・⾃治体リエゾンから⾃治体担当者への発電所情報の提供及び問い

合わせ対応 

【模擬範囲】 

・⾃治体担当者役は，当社社員にて模擬する。 

・派遣先（⾃治体が運営する会議体）は，当社会議室にて模擬する。

 【中期計画】c. 

【訓練⽬標】（2） 

【指  標】9 

 

c.住⺠避難⽀援（要配慮者避難⽀援）対応 

⾃治体から⽀援要請を受けたことを想定し，住⺠避難⾏動に係る⽀

援活動を⾏う。 

・要配慮者待機場所への⽀援要員の派遣 

・要配慮者 2 名（⾼齢者，妊婦）の福祉⾞両への乗降⾞及び搬送 

・⽀援要員と⽀援本部との情報連携 

【模擬範囲】 

・⾃治体から当社への⽀援要請は，コントローラから情報付与する。

・要配慮者の搬送元・搬送先は，当社施設にて模擬する。 

・要配慮者役は，当社社員にて模擬する。 

 【中期計画】c. 

【訓練⽬標】（2） 

【指  標】9 

 

 

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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＜２⽇⽬（2 ⽉ 14 ⽇）の各訓練項⽬の内容及び達成基準＞ 

訓練項⽬ 訓練内容 達成基準/評価概要（評価者⼜はプレーヤの振り返りで確認） 中期計画等との関連

(1)本部運営訓練 

【東海第⼆発電所】 

【1 ⽇⽬から継続】 

 

事象発⽣により緊急時応急対策対応要員を招集し，本部の運営を⾏

う。 

・要員の引継ぎ・交代 

・発電所情報の収集・把握 

・発電所情報の本店本部，OFC 派遣要員，原⼦⼒事業所災害対策⽀援

拠点への提供 

・事故進展予測，事故収束対応戦略の⽴案，決定 

【模擬範囲】 

・交代要員の引継ぎについては，本部で意思決定を⾏う本部要員（１

８名）の引継ぎを実施し，それ以外の要員は模擬とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【中期計画】a.  b. 

【訓練⽬標】（1） 

【指  標】1 

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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訓練項⽬ 訓練内容 達成基準/評価概要（評価者⼜はプレーヤの振り返りで確認） 中期計画等との関連

  

 

(2)全交流電源喪失対応訓練
【東海第⼆発電所】 

 

全交流電源喪失を想定し，電源機能等喪失時における原⼦炉施設の保
全のための活動を⾏う。 
・⽔源確保要員による SFP の注⽔⼿段確保のための可搬型設備の設置

及び送⽔操作（指標 7 に基づく現場実動訓練として実施） 
・⽔源確保要員と発電所本部の情報連携 
【模擬範囲】 
・添付－12 現場実動訓練(指標７）【⽔源確保訓練 可搬型設備によ

る送⽔】参照 

 【中期計画】a. 
【訓練⽬標】 

（1），（4）
【指  標】 

5，6，7

(3)シビアアクシデント対策

訓練【東海第⼆発電所】 

【1 ⽇⽬から継続】 

シビアアクシデントを想定し，アクシデントマネジメントに係る対応

を⾏う。 

・進展予測，対応戦略の検討・⽴案を⾏う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【中期計画】a. b. 

【訓練⽬標】（1） 

【指  標】なし 

  

シナリオ情報を含むためマスキング実施 

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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訓練項⽬ 訓練内容 達成基準/評価概要（評価者⼜はプレーヤの振り返りで確認） 中期計画等との関連

(4)その他必要と認められる
訓練 

①本部運営訓練【本店】 
【1 ⽇⽬から継続】 

事象発⽣により緊急時応急対策対応要員を招集し，本部の運営を⾏
う。 
・発電所情報の収集・把握 
・発電所本部への安全評価等に係る技術的⽀援 
・発電所本部への応援要員，物資⽀援等の検討 
・社外への情報発信及び⽀援要請 
・外部情報（住⺠避難状況等）の収集・把握及び本店本部内での共

有 

 
 

【中期計画】a. b. 
【訓練⽬標】（1） 
【指  標】1 

 ERC 対応訓練【本店】 
【1 ⽇⽬から継続】 

a.ERC プラント班へ，プラント状況，対応戦略等の情報提供を⾏
う。 

 
 

【中期計画】a. 
【訓練⽬標】 

（1），（4）
【指  標】 

2，3，4
③原⼦⼒事業所災害対策⽀

援拠点運営訓練【本店，
地域共⽣部】 

【1 ⽇⽬から継続】 

a.⽀援本部運営 
原⼦⼒事業所災害対策⽀援拠点の⽀援本部の運営を⾏う。 
・本店から到着した要員と連携した本部の運営 
・発電所情報の収集・把握 
・発電所本部への応援要員，物資⽀援等の検討・対応 
・外部からの⽀援要員・資機材の受⼊・調整 
・OFC 連絡要員との情報連携（住⺠避難情報等の収集や実動機関へ

の⽀援要請） 
【模擬範囲】 
・OFC における⾃治体・関係機関の活動状況は，コントローラから情

報付与する。 

 【中期計画】a. b. 
【訓練⽬標】（1） 
【指  標】9 
 

b.⾃治体リエゾン派遣対応 
⾃治体リエゾンを派遣し，⾃治体が運営する会議体へ発電所情報の
提供を⾏う。 
・⾃治体が運営する会議体へのリエゾン派遣 
・⾃治体リエゾンと⽀援本部との情報連携 
・⾃治体リエゾンから⾃治体担当者への発電所情報の提供及び問い

合わせ対応 
【模擬範囲】 
・⾃治体担当者役は，当社社員にて模擬する。 
・派遣先（⾃治体が運営する会議体）は，当社会議室にて模擬する。

 【中期計画】b.c. 
【訓練⽬標】（2） 
【指  標】9 
 

 

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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添付－５　東海・東海第二発電所原子力事業者防災業務計画（抜粋）

＜東海発電所＞
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＜東海第二発電所＞
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添付－６ 情報共有のための情報フロー
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1 

ERC 対応班説明者（スピーカ）・ERC リエゾン要員育成・配置計画（2023 年 12 ⽉現在） 
 
１．要員育成・配置の基本的な考え⽅ 
 ERC 対応班説明者（スピーカ） ERC リエゾン 

体 

制 

①ERC 対応班説明者（スピーカ）は，メインスピーカ 1 名，サブスピーカ 1 名
の 2 名とする。 

②⼈事異動による増減や事象の⻑期化を踏まえた交代要員を考慮し，メインス
ピーカ 2 名（経験者），サブスピーカ 2 名（経験者）をそれぞれ必要最低
要員数として確保する。 

①原則，ERC リエゾンの体制は，フロント対応者 1 名，QA 連絡要員 1 名，
資料⼊⼿ 配布者 2 名の計 4 名とする。 

②事象の⻑期化が想定される場合は，本店より交代要員を派遣する。 

⼒ 

量 

①原則，メインスピーカは，プラントの運転及び設備に関する知識を有する者の
内，管理職より選出する。 

②原則，サブスピーカは，事故進展及び事故対応に関する知識を有する者より
選出する。 

①フロント対応者は，ERC プラント班の活動をサポートする上で必要な⼒量を有
する発電管理室の内，管理職より選出する。 

②QA 連絡要員は，ERC プラント班の活動をサポートする上で必要な⼒量を有
する発電管理室の要員より選出する。 

③資料⼊⼿ 配布者は，ERC プラント班の活動をサポートする上で必要な⼒量
を有する要員より選出する。 

運 
 

⽤ 

①実発災に備えて，平時より，メインスピーカ，サブスピーカをそれぞれ最低 1 名
確保する。 

②勤務時間外（夜間・休⽇）の初動対応は，宿泊当番者※が実施するものと
し，メインスピーカ，サブスピーカについては，参集要員として速やかに参集する。 

①実発災時に速やかに ERC へ派遣できるよう，平時より，管理職 1 名を確保
し，夜間・休⽇は原⼦⼒規制庁近傍のホテルで待機する。ただし，通報連絡
当番者については，除外する。 

②残る 3 名については，参集要員として速やかに ERC へ派遣する。 

教
育
訓
練 

①対象者への教育・訓練として勉強会（役割，発話の⽅法・タイミング，機器の取扱等），ERC プラント班業務説明会への参加，他社訓練視察，原⼦⼒防災
訓練，本部運営訓練等の要素訓練へ参加（模擬 ERC 役も含む）することにより，合理的な要員育成・多重化に努める。なお，訓練の参加にあたっては，技
量向上効果を⾼めるため，新規育成候補者（⼜は未経験者）と経験者の組み合わせによる参加を原則とする。 

②教育・訓練の実施にあたっては，新規育成候補者を優先的に参加させる。 

計 

画

①毎年，定期⼈事異動（7 ⽉）の時期を起点として，年間（7 ⽉ 翌年 6 ⽉まで）の年間の要員育成・配置計画を作成する。 
②期中において，⼈事異動等により，要員の新規追加 変更が⽣じた場合には，必要に応じて計画の更新を実施する。 
③再稼動に向けて，現状の体制・運⽤を維持していくとともに，定期的な教育訓練の実施により，⼒量の維持・向上を図る。 

※夜間・休⽇の宿泊当番体制は，参考資料を参照 
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2 

２．ERC 対応班説明者（スピーカ）及び ERC リエゾンの構成員 
（１）ERC 対応班説明者（    ）        （5 名），サブスピーカ（7 名） ⇒ 【2-1 参照】 
（２）ERC リエゾン                 対応者（32 名），QA 連絡要員及び資料⼊⼿ 配布者（50 名） ⇒ 【2-2 参照】 
 
【2－1】ERC 対応班説明者（スピーカ）構成員及び訓練経験（2023 年 12 ⽉現在） 

 
 No. ⽒ 名 所 属 対応可否 教 育 訓練経験※ 備 考（過去防災訓練の対応経験等） 

メ
イ
ン
ス
ピ
 
カ 

1       

2       

3       

4       

5       

サ
ブ
ス
ピ
 
カ 

1       

2       

3       

4       

5       

6       

7       

※凡例 
○ 防災訓練での対応経験あり，△ 要素訓練のみ対応経験あり，× 訓練での対応経験なし 

     

個⼈情報を含むためマスキング実施 
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3 

【2－2】ERC リエゾン構成員及び訓練経験（2023 年 12 ⽉現在） 
（１）ERC リエゾン（フロント対応者，QA 連絡要員） 

No. ⽒ 名 所 属 対応可否 教 育 訓練経験 備 考（過去防災訓練の対応経験等） 
1       
2       
3       
4       
5       
6       
7       
8       
9       
10       
11       
12       
13       
14       
15       
16       
17       
18       
19       
20       
21       
22       
23       
24       
25       
26       

個⼈情報を含むためマスキング実施 
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4 

No. ⽒ 名 所 属 対応可否 教 育 訓練経験 備 考（過去防災訓練の対応実績等） 
27       
28       
29       
30       
31       
32       

 
（２）ERC リエゾン（QA 連絡要員，資料⼊⼿ 配布要員） 

No. ⽒ 名 対応 
可否 教育 訓練

経験 
 No. ⽒ 名 対応 

可否 教 育 訓練
経験 

 No. ⽒ 名 対応 
可否 教育 訓練

経験 
1      18      35     
2      19      36     
3      20      37     
4      21      38     
5      22      39     
6      23      40     
7      24      41     
8      25      42     
9      26      43     
10      27      44     
11      28      45     
12      29      46     
13      30      47     
14      31      48     
15      32      49     
16      33      50     
17      34           

 

個⼈情報を含むためマスキング実施 

個⼈情報を含むためマスキング実施 個⼈情報を含むためマスキング実施 個⼈情報を含むためマスキング実施 
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5 
 

３．ERC 対応班（スピーカ）・ERC リエゾン要員育成・配置標準計画（2023 年 7 ⽉ 2024 年 6 ⽉） 
 2023 年 2024 年 

7 ⽉ 8 ⽉ 9 ⽉ 10 ⽉ 11 ⽉ 12 ⽉ 1 ⽉ 2 ⽉ 3 ⽉ 4 ⽉ 5 ⽉ 6 ⽉ 

配 置 

            

教 育 

            

訓 練 

            

▽定期⼈事異動 
▽新規育成候補者選出 

▽勉強会（新規育成候補者を対象） 

▽他社訓練視察 

▽勉強会 
（防災訓練での課題⼜は他社訓練にて新たな知⾒が確認された場合） 

▽敦賀訓練 
（原則，新規育成候補者・未経験者を優先に参加） 

▽東⼆訓練 
（原則，新規育成候補者・未経験者を優先に参加） 

▽新規育成候補者の選出（期中に⼈事異動があった場合） 

▽要素訓練（約 10 回／年実施） 

▽ERC プラント班業務説明会 

64



参考資料 

6 
 

【参考】夜間・休⽇の宿泊当番者の体制・役割 
 

夜間・休⽇における事故・トラブル等発⽣時の初動対応体制を確⽴するため，リエゾン当番（1 名）の他，以下のとおり宿泊当番者（計 2 名）を確保する。  
 

 （１）宿泊当番の体制 
①宿泊当番者 1（1 名），宿泊当番者２（1 名）の計 2 名とする。 
②宿泊当番者は，本店の管理職より構成する。（2023 年 12 ⽉現在で約 90 名確保） 
 

（２）宿泊当番の役割 
①宿泊当番者１ 主に発電所情報の収集，ERC 接続時の発電所情報の提供等 
②宿泊当番者２ 主に発電所情報の収集 整理等 

 
 （３）宿泊当番の運⽤ 
   ①勤務時間外（夜間・休⽇）は，本店近傍の宿泊施設に待機する。 
   ②発電所において事故・トラブル等が発⽣した場合は，緊急呼び出しを受け，本店に参集する。 

③本店参集後は，参集要員が到着するまで，（２）の役割に応じた発電所情報の収集対応等を実施する。 
   ④参集要員到着後は，引継ぎを⾏い，必要に応じて活動の⽀援を実施する。 
 
（４）宿泊当番者に対する教育訓練 
 ①原則，年 1 回の頻度で宿泊当番対象者全員に対して，発電所で事故・トラブル等の発⽣を想定した初動対応訓練を実施する。 

以 上  
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訓
練
時

情
報
共
有

実
発
災
時

情
報
共
有

指標3－1     情報表⽰     使⽤ 添付－８

○プラント情報表⽰システムは，模擬SPDSを使⽤し，発電所本部，本店本部，
ERC     状況 関  情報共有 ⾏  

ＳＰＤＳ表⽰端末 ＳＰＤＳ表⽰端末ＳＰＤＳ表⽰端末※1

（ＥＲＣ⽤）

模擬ＳＰＤＳ（訓練データ）※2

ＥＲＣ発電所本部 本店本部

ＥＲＣ

ＥＲＳＳ表⽰端末ＳＰＤＳ－Ｗｅｂ※3

ＥＲＳＳサーバ

ＳＰＤＳサーバ

発電所本部

ＥＲＳＳ表⽰端末

ＳＰＤＳ表⽰端末

本店本部

ＥＲＳＳ表⽰端末

ＳＰＤＳ表⽰端末

※1 ERCプラント班員が必要な時に必要な情報を⼊⼿
できるよう訓練当⽇にリエゾンがSPDS表⽰端末
（ERC⽤）を持ち込む

※2 模擬SPDSには，訓練開始時にデータ表⽰が開始
されるよう訓練データをプリセットしておく。

※3 現状未整備
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指標3－1     情報表⽰     使⽤
＜SPDS表⽰端末（ERC⽤）の設置・運⽤案＞

出典 原⼦⼒規制委員会HP「ERC    班 業務 係 説明会資料   引⽤

・当該モニタに模擬SPDS画⾯を表⽰
（SPDS表⽰端末（ERC⽤）と同じ

画⾯を表⽰）

・SPDS表⽰端末（ERC⽤）を設置
（当社リエゾンが訓練開始前に設置）

・訓練中はERCプレーヤにて必要な時に
必要な情報を⼊⼿

・SPDS表⽰端末（ERC⽤）からモニタ
へ表⽰するための環境構築にNRA訓練
        協⼒       
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知的財産を含むためマスキング実施

指標3－1     情報表⽰     使⽤
＜SPDS表⽰端末の画⾯サンプル（イメージ）＞
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2022年度
敦賀発電所、東海・東海第⼆発電所

原⼦⼒総合防災訓練 課題の検証計画

2024年1⽉
⽇本原⼦⼒発電株式会社

添付－９
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⽬ 次

１．2022年度敦賀発電所総合防災訓練
（１）本店庶務班の情報共有におけるルールの明確化（本店）
（２）記者会⾒者 提供  情報 充実化（本店）
（３）公設消防 ⾃衛消防隊 更  連携 強化（発電所）

２．2022年度東海発電所 東海第⼆発電所総合防災訓練
（１）OFC  会議体    住⺠避難等 関  ⽀援要請  

出動までの時間短縮（現地、本店）
（２）気象変化による後⽅⽀援拠点設置個所の選定（本店）
（３）現場出動班と発電所本部との情報連携の定着
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１．2022年度敦賀発電所総合防災訓練

（前回訓練の課題）
（1）本店庶務班の情報共有にお

けるルールの明確化
・本店庶務班と後⽅⽀援拠点は、
  積極的 情報共有 ⾏ 必要
がある。

（原因）
・本店庶務班が直接連絡すべき事
項 整理 不⾜     

・本店庶務班と後⽅⽀援拠点との
情報共有に関するルールが明確に
定まっていない。

（対策）
・本店庶務班が、直接連絡すべき事
項及 連絡先 整理      
反映する。

・上記内容を実施した上で、教育及
 訓練 ⾏  定着 図     

（検証計画）
評価者が評価チェックシートを⽤いて、以下を確認する。
・本店庶務班は、本店警戒本部設置後及び本店総合災害対策
本部設置後において、新たに整備した「庶務班対応リスト（外部
連絡先）」に基づき、外部への情報発信対応ができる。

本店庶務班 災害対策⽀援拠点

他社からの⽀援資機材の輸送状
況 原⼦⼒防災情報共有    
（    ） ⼊⼒  情報共有 
⾏    電話連絡 実施  
かった。

原⼦⼒防災情報共有    
（チャット）を確認し、情報を⼊⼿し
              ⾒逃  
いた場合、重要な情報が後⽅⽀援
拠点内に共有されない可能性があっ
た。

対策として、本店庶務班が外部へ連絡
する際の対応事項について「庶務班対
応リスト（外部連絡先）※」に整備し、
本店本部運営ルール集に反映した。

※ 連絡       ⼿段 連絡先 内容 
連絡後の対応事項項等
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P 昨年度訓練検証 基  改善計画

D     作成 教育

C 2023年度訓練  検証

A 検証 踏   改善

C 
評価者が評価チェックシートにて、ルー
ルに基づく対応が実施できていることを
確認。

D１:
・本店庶務班が連絡する対象（社外
関係機関 原⼦⼒事業者 現地⽀
援本部、後⽅⽀援拠点等）の抽
出 整理

・対象ごとに必要な情報のニーズを検
討  連絡   事項 整理

・対応⼿段（電話、FAX）、実施タ
     整理

D2 
 整理  内容   庶務班対応  
ト（外部連絡先）」を作成し「本店
本部運営ルール集」に反映

・教育、訓練で定着を図る

１．2022年度敦賀発電所総合防災訓練
（1）本店庶務班の情報共有におけるルールの明確化
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１．2022年度敦賀発電所総合防災訓練

（前回訓練の課題）
（2）記者会⾒者 提供  情報

の充実化
・より充実した情報（プレス⽂作成
後 最新情報） 会⾒者 伝達
する⽅法について検討する必要が
ある。

（原因）
 会⾒者    ⽂作成後 最新
情報 提供  仕組  不⾜  
いる。

（対策）
・本部広報班は、本店情報班が作
成  発電所情報（時系列） 
記者会⾒者 確認     情報
の提供⽅法を検討する。

・上記内容を実施した上で、教育及
 訓練 ⾏  定着 図     

（検証計画）
模擬記者及びプレーヤの振り返りにて、以下を確認する。
左記対策    本店情報班 作成  発電所情報（時系列）
（本店８階）     記者会⾒場（本店３階）       
ンター要員が最新情報を確認できるようＷｅｂ会議システムを設
置した。本店プレスセンターは、本店本部で収集している発電所情
報（時系列）     新  設置  Ｗｅｂ会議     活
⽤して、発電所の最新情報を把握できる。

本店

3階 記者会⾒場

8階 本店本部発電所情報
（時系列）

広報班⻑

映像伝送

指⽰

Ｗｅｂ会議システムを設置
し、プレス⽂作成後のより
充実した最新情報の伝達

を実施する
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P 昨年度訓練検証 基  改善計画

D 情報伝達⽅法 検討 確認

C 2023年度訓練  検証

A 検証 踏   改善

C 
模擬記者及びプレーヤが訓練振り返
りにて、対策の有効性を確認する。

D１:
情報伝達⽅法の検討

・プレス⽂作成後の情報元の検討、
選定（本店情報班作成の発電所
情報（時系列））
・伝送⽅法の検討、必要な物品の
調達

D2 
伝送⽅法の確認

・検討した伝送⽅法による問題点の
有無の確認

１．2022年度敦賀発電所総合防災訓練
（2）記者会⾒者 提供  情報 充実化
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１．2022年度敦賀発電所総合防災訓練
（前回訓練の課題）
（3）公設消防 ⾃衛消防隊 更  連

携の強化
 公設消防 ⾃衛消防隊 更  連携強
化として、互いに積極的な情報共有がで
きるように公設消防と調整していく必要が
ある。

（検証計画）
２０２３年度総合防災訓練  公設消防 ⾃衛消防隊 
の連携時に有効性確認を実施する。

①東海・東海第⼆発電所においては⾃衛消防隊が設置し
た指揮所に公設消防を誘導して、公設消防の指揮所を
隣接  設置  ⼿順             有効性 
確認する。

②⾃衛消防隊は、公設消防に対して以下の事項を共有す
ることで迅速かつ的確な消防活動ができる。
a.⾃衛消防隊は、隊員の活動状況及び消⽕対応の内

容等を⽕災進展に応じ、公設消防に適宜共有できる。
b.発電所本部 原⼦⼒災害 発⽣    状況 環境

放射線量 変化 放射性物質 放出 可能性等  
いて⾃衛消防隊現場指揮所を通じて公設消防と情
報共有できる。

（原因）
①⾃衛消防隊と公設消防の指揮所の位置

 少 離     
②公設消防に権限移譲後の活動における

相互 情報共有事項 整理       

（対策）
①積極的な情報共有ができる環境を整備
するため、⾃衛消防隊と公設消防の指揮
所を近づけるよう指揮所位置を公設消防
と調整する。

②公設消防と権限移譲後の活動における
相互の情報共有について公設消防と調整
する。

③上記２項⽬を検討した上で、⾃衛消防
隊 教育及 訓練 ⾏  定着 図  
いく。
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P 昨年度訓練検証 基  改善計画

D 公設消防  調整 教育及 
訓練の実施

C 2023年度訓練  検証

A 検証 踏   改善

C 
２０２３年度総合防災訓練 検証
・公設消防の講評で確認
・社内評価者が評価チェックシートで確認

D１:
東海・東海第⼆発電所における⼿順
の確認

D2 
⾃衛消防隊への教育・訓練
・公設消防と調整した内容を⾃衛消
防隊へ教育し、訓練を実施

１．2022年度敦賀発電所総合防災訓練
（3）公設消防 ⾃衛消防隊 更  連携 強化
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２．2022年度東海発電所 東海第⼆発電所総合防災訓練
（前回訓練の課題）
（1）ＯＦＣ  会議体    住⺠避難等 関  

⽀援要請から出動までの時間短縮
 ⾃治体  住⺠避難     要請    場合 
対応     指揮命令系統 ＯＦＣ  発電所庶
務班、本店庶務班、後⽅⽀援拠点となるため、後⽅⽀
援拠点 原⼦⼒防災情報共有      住⺠避難
情報 ⼊⼿     本店庶務班  ⽀援要請命令 
来るまでに１５分かかり対応に遅れが⽣じた。

（原因）
・避難情報⼊⼿後の情報フローがＯＦＣから発電所庶
務班、本店庶務班、後⽅⽀援拠点と多段階で構成さ
れている。

（対策）
①後⽅⽀援拠点はＯＦＣからの⽀援要請情報を「原⼦

⼒防災情報共有       情報共有後 出動準
備を開始することで⽀援要請を受けてから出動までの
時間短縮を図る。

②後⽅⽀援拠点 東京電⼒ＰＧ株式会社 株式会社
⽇⽴製作所関連施設等 他社施設  設営 旋転 
ることも考えられるが、その際は社内システムである「原
⼦⼒防災情報共有       情報共有     
    後⽅⽀援拠点    選定     原⼦⼒防
災情報共有システム」が使⽤できる環境の構築を検討
する。

（検証計画）
①住⺠避難⽀援 係 活動 実施  体制     現地⽀

援本部  設置       活動要領（案） 整備   
東海・東海第⼆発電所総合防災訓練において、評価者及
びプレーヤの振り返りから、以下を確認する。

 現地⽀援本部 要員   ＯＦＣ 要員 派遣   住⺠
避難に係る情報を⼊⼿し、現地⽀援本部、発電所本部、本
店本部に共有できる。

②他社施設を選定した場合でも、社内システムが使⽤できる
環境構築を継続して実施している。準備が出来次第、要素
訓練にて、有効性を検証する。

OFC
コントローラ

付与

発電所
庶務班

本店
庶務班

災害対策⽀援
拠点

(後⽅⽀援拠点)

原⼦⼒防災情報共有
システム（チャット）

後⽅⽀援拠点にて、活動開始（準備指⽰）するた
めの情報伝達が電話連絡では時間がかかるため、
原⼦⼒防災情報共有    （    ）   情
報を⼊⼿した時点で、準備開始を指⽰する。

準備
指⽰
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P 昨年度訓練検証 基  改善計画

D 時間短縮 他社施設  原⼦⼒
防災情報共有システム（チャット）
使⽤⽅法の検討

C 2023年度訓練  検証

A 検証 踏   改善

C1 
東海・東⼆総合防災訓練にて検証。
C2 
使⽤要領 基   原⼦⼒防災情報共
有システム（チャット）が準備したツール
にて使⽤できることを要素訓練で確認する。

D１:
・OFCからの⽀援要請から後⽅⽀援

拠点での準備開始までの時間短縮
⽅法の検討。

D2 
・他社施設で使⽤可能ツールの検討
 必要物品 調達 使⽤要領 作成
 動作確認（原⼦⼒防災情報共有 
   （    ）） 要領確認

２．2022年度東海発電所 東海第⼆発電所総合防災訓練
（1）OFC  会議体    住⺠避難等 関  ⽀援要請  出動   時間短縮
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２．2022年度東海発電所 東海第⼆発電所総合防災訓練

（前回訓練の課題）
（2）気象変化による後⽅⽀援拠

点設置個所の選定
・後⽅⽀援拠点の選定にあたり、気
象変化を想定した訓練を実施し
ていないため、状況変化に応じた
対応が必要である。

2023年9⽉29⽇（⾦）10:30 12:00
要素訓練（本店本部運営訓練）を実施。

AL時点で訓練当⽇の⾵向⾵速を確認して、災害対策⽀
援拠点（後⽅⽀援拠点）候補地選出。
⾵向⾵速の変化を付与。候補地の再検討を実施。

（原因）
・気象変化を想定した訓練を実施し
ていない。

（対策）
・今後の訓練において、⾵向きを変
える等の気象状況変化の状況付
与や、訓練当⽇の気象条件におい
 訓練 ⾏  拠点変更等 対応
ができるか検証する。

（検証計画）
訓練当⽇の気象条件及び状況付与にて要素訓練（本店本部運
営訓練）を実施し、以下の事項を確認した。
・本店庶務班は、当⽇の気象条件から、後⽅⽀援拠点の候補地
を選定した。その後の気象変化（状況付与）においても、別の
候補地選定の検討が実施できた。

訓練当初の⾵向 条件付与後の⾵向
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P 昨年度訓練検証 基  改善計画

D     確認 訓練 実施

C 2023年度訓練  検証

A 検証 踏   改善

C 
要素訓練にて、庶務班活動の実績

（ホワイトボード）を確認する。

D:
・災害対策⽀援拠点（後⽅⽀援拠
点）選定のルールを確認
 想定条件 整理   訓練 実施

２．2022年度東海発電所 東海第⼆発電所総合防災訓練
（2）気象変化による後⽅⽀援拠点設置個所の選定
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２．2022年度東海発電所 東海第⼆発電所総合防災訓練

（前回訓練の課題）
（3）現場出動班と発電所本部との情報連

携の定着
・RHR(B)ポンプ出⼝側配管からの溢⽔対
応で、現場実動班が発電所本部を出動し
た際は、所内電源が喪失している状態で
      後 所内電源 復旧    
現場実動班にはその情報が情報共有され
なかった。電源状況によっては、現場照明、
仮設⽔中ポンプの電源元等対応に⽀障が
でるため、本部と現場で情報共有を密にす
る必要がある。

（原因）
・現場出動班からの進捗状況連絡はできて
いたが、発電所本部は情報の吸上げのみ
⾏      状況 変化   現場  
影響について考慮できなかった。

（検証計画）
評価者の評価チェックシート及びプレーヤの振り返りにて、
以下を確認する。
・発電所本部及び⽔源確保指揮者は、ルールに基づきプ
   状況変化 都度 情報連携     

（対策）
・現場指揮者はプラント状況について積極的
 情報収集 ⾏      本部連絡者 
要求の有無に係わらずプラント状況の情報
発信 ⾏ 内容 定    化   

発電所本部現場実動

現場状況連絡

発電所本部からの
状況連絡 不⾜

所内電源 復旧      現場実
動班へ情報共有されなかった。

現場進捗状況を適時連絡。

対策として、現場指揮者は、積極的に発電所の状況に
   情報収集 ⾏       発電所本部連絡者  
     状況変化 都度 現場指揮者 連絡 ⾏  
とをルール化した。
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P 昨年度訓練検証 基  改善計画

D    作成 教育

C 2023年度訓練  検証

A 検証 踏   改善

C 
２０２３年度現場実動訓練 検証
・評価者による評価チェックシート及びプ
レーヤの振り返りで確認

・追加したルールが有効に機能することを
確認する。

D１:
⼿順（案）の作成
・既存⼿順の確認
・追加ルールの内容の検討
・⼿順（案）を作成

D2 
教育、訓練の実施
・⼿順（案）を⽤いた教育、訓練

を実施

２．2022年度東海発電所 東海第⼆発電所総合防災訓練
（3）現場出動班と発電所本部との情報連携の定着
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【東⼆】訓練指標に対するギャップ分析を踏まえた訓練実効性向上に係る検討（1/9）

指標 あるべき姿 2022年度    姿 対      分析
（○ 達成，▲ 未達）

訓練の実効性向上に向けた
2023年度訓練計画等 反映

1
【P】

情報共有のための
情報フロー

【A評価】
前回訓練結果に対する分析・評
価 ⾏  ，全体 網羅  情報
フローへ反映している。

○訓練計画時点で，発電所，本店即応
センター，ERCの3拠点間の情報フローが
作成できている。

○前回東海第⼆訓練において分析評価が
できている。

ー

【更  改善】
情報共有に関して，要員が変わっ
た場合でも，⼀定のパフォーマンス
が発揮できる環境を構築できている。

▲本店情報班は，発電所の発話を聞き取
 発電所情報（時系列） 作成    ，
個⼈ ⼒量 期待      ⼤   

▲簡潔明瞭な発話として「常体」での発話
に取り組んだが，できていない場⾯があっ
た。

・発電所の発話を⽂字起こしするシステム
を導⼊した。

⇒2023年度訓練    ，     
振り返りにより有効性を確認する。

・簡潔明瞭な発話として「常体」での発話に
取り組み，効果的な情報共有に努める。

⇒継続的に取り組み，習熟を図る。

2-1
【D】

ERCプラント班との
情報共有
（事故・プラントの
状況）

【A評価】
現在のプラントの状況，新たな事
象 発⽣，線量 状況，負傷者
の発⽣等の発⽣イベント，現況に
   ，必要 情報 不⾜ 遅 
がなく，適切       ERCプラ
ント班へ積極的に情報提供がされ
ている。

○事故・プラントの状況等について，COP
 共有資料，  ，    情報表⽰ 
   等 活⽤  ，必要 情報 不⾜
や遅れがなく，積極的に情報共有ができ
ている。 ー

【更  改善】
－ － ー

添付－１０（1）
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指標 あるべき姿 2022年度    姿 対      分析
（○ 達成，▲ 未達）

訓練の実効性向上に向けた
2023年度訓練計画等 反映

2-2
【D】

ERCプラント班との
情報共有
（進展予測と事故
収束対応戦略）

【A評価】
事故の進展予測及びこれを踏まえ
 事故収束 向  対応戦略
（対応策）について，必要な情
報 不⾜ 遅    ，適切  
イミングでERCプラント班へ積極的
に情報提供がされている。

〇適宜戦略    活⽤  戦略説明・
進展予測 加  ，共有資料 ⼿順  
   活⽤  ，必要 情報 不⾜ 遅
れがなく，積極的に情報共有ができてい
る。

ー

【更  改善】
－ － ー

2-3
【D】

ERCプラント班との
情報共有
（戦略 進捗状
況）

【A評価】
事故収束 向  対応戦略（対
応策）の進捗状況について，必
要 情報 不⾜ 遅    ，適
切       ERCプラント班へ
積極的に情報提供がされている。

○戦略説明 都度，戦略    系統概
要図 活⽤  ，必要 情報 不⾜ 
遅れがなく，積極的に情報共有ができて
いる。 ー

【更  改善】
－ － ー

2-4
【P】

ERCプラント班との
情報共有
（要員の育成・配
置）

【A評価】
要員 育成計画 適切 策定 
れており，実発災を想定した配置
で訓練を実施している。

▲ERC対応班説明者（スピーカ）及び
ERCリエゾンの計画的な要員育成ができ
ていない。

・要員育成計画を作成し，計画的な要員
育成の実施に努める。

【更  改善】
－ － ー

【東⼆】訓練指標に対するギャップ分析を踏まえた訓練実効性向上に係る検討（２/9）
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指標 あるべき姿 2022年度    姿 対      分析
（○ 達成，▲ 未達）

訓練の実効性向上に向けた
2023年度訓練計画等 反映

3-1
【D】

プラント情報表⽰
システムの使⽤
（ＥＲＳＳ⼜は
ＳＰＤＳ等を使
⽤した訓練の実
施）

【A評価】
プラント情報表⽰システムの使⽤に
習熟し，情報共有に活⽤されてい
る。

〇地震発⽣時，初発のSE・GE※判断時
等の重要なプラントパラメータ変化時にお
いて，プラント情報表⽰システムを活⽤し
て，積極的に情報共有ができている。

※訓練試⾏ SE⽌まりのシナリオ」として取
り組んでいるため，第2部訓練の結果を
評価

ー

【更  改善】
－ － ー

3-2
【D】 リエゾンの活動

【A評価】
情報共有に係る即応センターの補
助ができている。
（即応センターとの連携，ERCプ
ラント班への情報提供・補⾜説明，
ERCからの問い合わせ対応）

〇即応センターからの説明に対し，共有資
料 表⽰       情報表⽰    
を活⽤して，ERCプラント班への補⾜説
明が積極的にできている。

○ERCプラント班内に遅滞なくCOP等の資
料 配布       ている。

ー

【更  改善】
－ － ー

3-3
【D】 COPの活⽤

【A評価】
・COPがERCプラント班に共有され，
情報共有に資している。

・COP 更新      場合，
⼿元にあるCOPに⼿書きで記載
することなどにより速やかな情報共
有がなされている。

〇    状況 戦略及 戦略 進捗状
況について，定期的にCOPを活⽤して，
積極的に情報共有ができている。

○説明の際は，ERCプラント班に対して，
COPが⼿元に届いているか確認した上で
説明を開始するとともに，最新情報や補
⾜情報があった場合は，⼿書きでCOPに
記載して説明することで，情報共有に資
する対応ができている。

ー

【更  改善】
－ － ー

【東⼆】訓練指標に対するギャップ分析を踏まえた訓練実効性向上に係る検討（３/9）
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指標 あるべき姿 2022年度    姿 対      分析
（○ 達成，▲ 未達）

訓練の実効性向上に向けた
2023年度訓練計画等 反映

3-4
【D】

ERC備付資料 
活⽤

【A評価】
情報共有において必要な際，備
付 資料 活⽤    る。

○プ   状況（⽕災 機器不具合発⽣
状況等）や対応⼿段（⼿順・フロー
等） 説明    ，共有資料 活⽤
して，情報共有ができている。

ー

【更  改善】
備付資料  ，説明    資料
が配備されている。

▲COP（系統概要図）に常⽤系設備の
記載がないため，ERCプラント班への説
明時に⽀障があった。

・COP（系統概要図），COP（設備状
況シート）に常⽤系（SLC系,CRD系，
給復⽔系） 追加   

⇒2023年度訓練    ，     振
り返りにて有効性を確認する。

4
【D】

確実な通報・連絡
の実施

【A評価】
①通報⽂ 誤記，記載漏    ，
誤記があった場合は，訂正報が
確実 ⾏      

②ERCプラント班に対し，当該
EALの判断根拠の説明を適切 
⾏  ている。

③10条確認会議，15条認定会
議に速やかに対応でき，発⽣事
象，事象進展の予測，事故収
束対応等 説明 適切，  簡
潔 ⾏  ている。

④第25条報告が，事象の進展に
応 適切 間隔，タイミング，報
告内容 継続  ⾏  ている。

①○誤記，記載漏   く通報⽂の発信
ができている。

②○プラント情報表⽰システム及びEAL判
断フロー図を活⽤して，的確なEALの
判断根拠の説明ができている。

③○10条確認会議・15条認定会議※に
速やかに招集し，発⽣事象，事象
進展の予測，事故収束対応について，
適切，  簡潔 説明 できている。

④○訓練計画段階で設定した想定回数，
必要記載事項を満⾜し，定めた間隔
で実施できている。

※訓練試⾏ SE⽌まりのシナリオ」として取
り組んでおり，15条の通報分、15条認
定会議については，第2部訓練の結果を
評価

ー

【更  改善】
－ － ー

【東⼆】訓練指標に対するギャップ分析を踏まえた訓練実効性向上に係る検討（４/9）
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指標 あるべき姿 2022年度    姿 対      分析
（○ 達成，▲ 未達）

訓練の実効性向上に向けた
2023年度訓練計画等 反映

5
【P】

前回までの訓練の
訓練課題を踏まえ
た訓練実施計画
等の策定

【A評価】
訓練実施計画が，前回までの訓
練の課題について検証できる計画
として策定できている。

○前年度訓練 課題 検証   訓練実
施計画が策定できている。 ー

【更  改善】
－ － ー

6
【P】

シナリオの多様化・
難度

【A評価】
難度 ⾼ 多様      取 組
んでいる
①発災を想定する号機（複数号
機⼜は全号機）

②能⼒向上 促     実効性
のある内容

③複数 異  EAL
④場⾯設定など（５つ以上）

①○適合炉の運転中発災（1/1基）
②○炉⼼冷却 格納容器除熱⼿段 

RHR(B)ポンプのみとなった状況で，
そのRHR(B)ポンプ出⼝配管からの溢
⽔を想定し，発電所本部に運転継
続判断と今後の対応を検討させるシ
ナリオとした。また，フルスコープシミュ
レータと連携することで，発電所本部
の判断で結果が変わるマルチエンディン
グとした。

③○複数 異  EAL
（AL 5，SE:2，GE  ※）
※試⾏   SE⽌まりシナリオで実施

④○     要員 配置変更，⽔中 
ンプを使⽤した現場実動訓練，複数
箇所での⽕災，重要設備溢⽔などの
多様な場⾯設定

【中期計画に基づき実施】
 ⻑期化 想定  訓練 実施 ，要員
交代（引継ぎ）や要員交代後の事故
対応ができることを検証する。

【更  改善】
様々な状況・場⾯設定を想定し，
能⼒向上 促     ，  実
践的な訓練に取り組んでいる。

▲⼤規模⾃然災害が発⽣した場合は，
同⼀地域で複数事業所の同時発災が
想定されるため，複数事業所の同時発
災 想定  実践的 訓練   ，⼒量
向上及 課題 抽出 ⾏ 必要    

 核燃料    ⼯学研究所  同時発
災を想定した実践的なシナリオを計画する。
⇒2023年度訓練 検証   

【東⼆】訓練指標に対するギャップ分析を踏まえた訓練実効性向上に係る検討（５/9）
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指標 あるべき姿 2022年度    姿 対      分析
（○ 達成，▲ 未達）

訓練の実効性向上に向けた
2023年度訓練計画等 反映

7
【D】

現場実動訓練の
実施

【A評価】
①緊急時対策所と連携した事故
シナリオに基づく現場実動訓練

②他原⼦⼒事業者による評価
③能⼒向上 促     ⼯夫 
凝らした訓練

①○緊急時対策所と連携した事故シナリ
オに基づく現場実動訓練が要素訓練
にて実施できている。

②○他事業者による評価受け⼊れが実施
できている。

③○マルファンクション付与により，現場指
揮者 臨機 対応能⼒向上，発電
所本部 戦略検討能⼒向上 促 
訓練が実施できている。

ー

【更  改善】
他事業者 良好事例等 取込 
による実効性向上に努めている。

○他事業者訓練の視察・評価の実施によ
 情報収集 ⾏ ，展開要否 検討 
踏まえ，⾃社へ展開が図られている。

ー

8
【D】 広報活動

【A評価】
①ERC広報班と連動したプレス対
応

②記者等の社外プレーヤの参加
③他原⼦⼒事業者広報担当等 
社外プレーヤの参加

④模擬記者会⾒ 実施
⑤情報発信ツールを使った外部へ
の情報発信

①○ERC広報班と連動したプレス対応が
実施できている。

②○実際の記者（新聞社）が記者役と
して参加できている。

③○他事業者広報担当者が記者役として
参加できている。

④○模擬記者会⾒ 実施      
⑤○模擬ホームページによる情報発信がで

きている。

ー

【更  改善】
記者会⾒中 記者会⾒対応者 
対  ，必要 情報 不⾜ 遅 
がなく伝達できている。

▲記者会⾒中 記者会⾒対応者 対 
て，プレス⽂作成後の最新情報を提供
  仕組  不⾜     

・本店本部（本店8階）の情報班が作成
  発電所情報（時系列）    ，
記者会⾒場（本店3階）をWeb会議
システムで接続し，プレスセンター要員が
リアルタイムで最新情報・重要情報を確
認できる環境を構築した。

⇒2023年度訓練    ，     振
り返りにて有効性を確認する。

【東⼆】訓練指標に対するギャップ分析を踏まえた訓練実効性向上に係る検討（６/9）
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指標 あるべき姿 2022年度    姿 対      分析
（○ 達成，▲ 未達）

訓練の実効性向上に向けた
2023年度訓練計画等 反映

9-1
【P】

緊急時対応組織
の実効性向上に係
る中期計画
①⽬標設定
②達成基準
③継続的改善

9-2 
【P】

緊急時対応組織
の実効性向上に係
 年度計画
①⽬標設定
②達成基準
③継続的改善

【A評価】
緊急時対応組織の実効性の向上
 観点  ，年度計画    ，
以下の項⽬を全て満⾜する。
①適度 難易度 設定   中
期計画 ⽬標 基  ，年度 
⽬標 適切 設定      

②年度 ⽬標 対  達成基準
が具体的，かつ明確に設定され
ている。

③継続的改善に係る仕組みが効
果的に機能している。

新指標につき対象外
（2023年度訓練結果 踏  実施） －

【更  改善】
－ － －

9-3
【P】

緊急時対応組織
の実動訓練

【A評価】
（フル実動訓練）
中期計画 基  当該年度計画
で実動とした緊急時対応組織の全
てが実動する計画である。 新指標につき対象外

（2023年度訓練結果 踏  実施）

【中期計画に基づき実施】
・東海第⼆において，公設消防との実連
携 ⾏ ，情報連携（⽕災情報，事
故による環境への影響），⾃衛消防隊
 公設消防 連携  消⽕活動 ⾏  
ことを確認する。

⇒2023年度訓練    ，     振
り返り，公設消防の講評にて有効性を
確認する。

【更  改善】
－ － －

【東⼆】訓練指標に対するギャップ分析を踏まえた訓練実効性向上に係る検討（７/9）
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指標 あるべき姿 2022年度    姿 対      分析
（○ 達成，▲ 未達）

訓練の実効性向上に向けた
2023年度訓練計画等 反映

9-4
【P】

緊急時対応組織
の実効性向上に係
る現実的な実動を
伴う訓練設定

【A評価】
（臨機応変 対応能⼒ 向上）
より現実的な実動を伴うシナリオや
状況設定となっており，緊急時対
応組織の活動のすべてがシナリオ⾮
提⽰型訓練となっている。

新指標につき対象外
（2023年度訓練結果 踏  実施） ー

【更  改善】
－ － ー

9-5 
【P】

緊急時対応組織
の実効性向上に係
る⽀援活動の実施

【A評価】
（全て実施）
全て，当初の計画通りに活動が実
施された。

新指標につき対象外
（2023年度訓練結果 踏  実施） ー

【更  改善】
ー ー ー

【東⼆】訓練指標に対するギャップ分析を踏まえた訓練実効性向上に係る検討（８/9）
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指標 あるべき姿 2022年度    姿 対      分析
（○ 達成，▲ 未達）

訓練の実効性向上に向けた
2023年度訓練計画等 反映

10
【A】 訓練への視察

【A評価】
①他事業者への視察
②⾃社訓練の視察受け⼊れ
③ピアレビュー等の受け⼊れ
④他事業者の現場実動訓練への
視察

①○他事業者への視察ができている。
②○⾃社訓練の視察（DVD）受け⼊れ

ができている。
③○他事業者による評価ができている。
④○他事業者の現場実動訓練への視察

ができている。

ー

【更  改善】
他事業者 良好事例等 取込 
による実効性向上に努めている。

○他事業者訓練の視察・評価の実施によ
 情報収集 ⾏ ，展開要否 検討 
踏まえ，⾃社へ展開が図られている。

ー

11
【C】
【A】

訓練結果の⾃⼰
評価・分析

【A評価】
（継続的な向上）
PDCAを回し，1つ上のレベルに到
達し，これを繰り替えすことで継続
的な向上に繋がっている。

○訓練全体 網羅  問題点 抽出  
きている。

○問題点から課題の抽出ができている。
○課題の原因分析ができている。
○原因分析結果を踏まえた対策検討がで
きている。

○敦賀ー東海第⼆間で訓練結果及び改
善事項 良好事例 共有 展開 図  
ている。

ー

【更  改善】
－ － ー

【東⼆】訓練指標に対するギャップ分析を踏まえた訓練実効性向上に係る検討（９/9）
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【東海】訓練指標に対するギャップ分析を踏まえた訓練実効性向上に係る検討（1/５）

指標 あるべき姿 2022年度    姿 対      分析
（○ 達成，▲ 未達）

訓練の実効性向上に向けた
2023年度訓練計画等 反映

1
【D】

緊急時対策所と
ERCプラント班との
情報共有

【A評価】
改善 取組   能⼒向上 図 
れている

①ERCプラント班との情報共有
○東海第⼆発電所との同時発災により，
東海第⼆発電所がSEに⾄る状況下に
おいて，東海発電所の⽕災情報，負
傷者情報等    ，緊急度 優先度
を考慮して緊対所-即応センター-ERCプ
ラント班間で情報共有ができた。

②情報共有のためのツールの活⽤
○備付 資料 活⽤  ⽕災情報及 

負傷者情報の共有ができた。
○東海発電所情報のリエゾンからERCプ

ラント班への⽕災情報及び負傷者情
報 資料提供    。

ー

【更  改善】
ー － ー

2
【D】

確実な通報・連絡
の実施

【A評価】
①第10条及び第15条の判断から
15分以内 通報⽂ 発信 ⾏
われている。

②通報⽂ 誤記，記載漏    ，
誤記があった場合は，訂正報が
確実 ⾏      

③ERCプラント班に対し，当該
EALの判断根拠の説明が適切 
⾏  ている。

④第25条報告が，事象の進展に
応 適切 間隔，タイミング，報
告内容 継続  ⾏  ている。

①○15分以内に通報⽂の発信ができてい
る。

②○誤記，記載漏   く通報⽂の発信
ができている。

③○防災業務計画に基づくEALの判断根
拠の説明ができている。

④○訓練計画段階で設定した想定回数，
必要記載事項を満⾜し，定めた間隔
で実施できている。

ー

【更  改善】
－ － ー

添付－１０（2）
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指標 あるべき姿 2022年度    姿 対      分析
（○ 達成，▲ 未達）

訓練の実効性向上に向けた
2023年度訓練計画等 反映

3
【D】

通信機器の操作
（緊急時対策所と
ERCプラント班を接
続する通信機器の
操作）

【A評価】
通信機器（TV会議の接続，書
画映像 切替，         
調整等） 操作 習熟 ，円滑
に対応されている。

〇テレビ会議システムの操作に習熟し，円
滑 操作      

ー

【更  改善】
－ － ー

4
【P】

前回までの訓練の
訓練課題を踏まえ
た訓練実施計画
等の策定

【A評価】
訓練実施計画が，前回までの訓
練の課題について検証できる計画
として策定できている。

○前年度訓練 課題 検証   訓練実
施計画が策定できている。

ー

【更  改善】
－ － ー

5
【P】

シナリオ⾮提⽰型
訓練の実施状況

【A評価】
全てのプレーヤに対して全てのシナリ
オを⾮提⽰とした訓練が実施されて
いる。

○全てのプレーヤに対して全てのシナリオを
⾮提⽰とした訓練が実施できている。 ー

【更  改善】
－ － ー

【東海】訓練指標に対するギャップ分析を踏まえた訓練実効性向上に係る検討（２/５）
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指標 あるべき姿 2022年度    姿 対      分析
（○ 達成，▲ 未達）

訓練の実効性向上に向けた
2023年度訓練計画等 反映

6
【P】

シナリオの多様化・
難度

【A評価】
難度 ⾼ 多様      取 組
んでいる
①発災を想定する施設数
②発⽣事象 深刻度
③発⽣事象の原因
④プラント状態
⑤場⾯設定など（3つ以上）

【第1部】
①○全号機（1/1基）
②○警戒事態（ALー）
③○⼤地震（震度6弱）
④○固化処理建屋⽕災，汚染傷病者
⑤○     要員 配置変更，OFCへ

の要員派遣，重要設備での⽕災，
汚染傷病者の発⽣

【第2部】
○EAL 多様化 

前回 SE04，GE04
今回 SE04，GE04，SE05（の可
能性）

○通信連絡体制 通報⽂送信担当者 
不在

○通信⽅法 多様化 ⼀⻫FAX使⽤不
可によるIP-FAXの使⽤

【中期計画に基づき実施】
 ⻑期化 想定  訓練 実施 ，要員
交代（引継ぎ）や要員交代後の事故
対応ができることを検証する。

【更  改善】
様々な状況・場⾯設定を想定し，
能⼒向上 促     ，  実
践的な訓練に取り組んでいる。

▲⼤規模⾃然災害が発⽣した場合は，
同⼀地域で複数事業所の同時発災が
想定されるため，複数事業所の同時発
災 想定  実践的 訓練   ，⼒量
向上及 課題 抽出 ⾏ 必要    

 核燃料    ⼯学研究所  同時発
災を想定した実践的なシナリオを計画する。
⇒2023年度訓練 検証   

7
【D】 広報活動

【A評価】
①ERC広報班と連動したプレス対
応

②記者等の社外プレーヤの参加
③模擬記者会⾒ 実施
④情報発信ツールを使った外部へ
の情報発信

①○ERC広報班と連動したプレス対応が
実施できている。

②○実際の記者（新聞社）が記者役と
して参加できている。

③○模擬記者会⾒ 実施      
④○模擬ホームページによる情報発信がで

きている。

ー

【更  改善】
－ － ー

【東海】訓練指標に対するギャップ分析を踏まえた訓練実効性向上に係る検討（３/５）
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指標 あるべき姿 2022年度    姿 対      分析
（○ 達成，▲ 未達）

訓練の実効性向上に向けた
2023年度訓練計画等 反映

8
【D】 後⽅⽀援活動

【A評価】
以下の活動を実動で実施されてい
る。
①原⼦⼒事業者間 ⽀援活動
②原⼦⼒事業所災害対策⽀援
拠点との連動

③原⼦⼒緊急事態⽀援組織  
連動

①○原⼦⼒事業者間協⼒協定 基  
⽀援要請について，他事業者へ実連
絡できている。

②○発電所本部及び本店本部と連携し，
要避難⽀援者 福祉⾞両  搬送
する実動訓練を実施できている。

③○原⼦⼒緊急事態⽀援組織  ⽀援
要請    ，美浜原⼦⼒緊急事
態⽀援センターへ実連絡できている。

ー

【更  改善】
－ － ー

9
【A】 訓練への視察など

【A評価】
①他事業者への視察
②⾃社訓練の視察受け⼊れ
③ピアレビュー等の受け⼊れ
④ERCへの視察

①○他事業者への視察ができている。
②○⾃社訓練の視察（DVD）受け⼊れ

ができている。
③○他事業者による評価ができている。
④○ERCへの視察ができている。

ー

【更  改善】
－ － ー

【東海】訓練指標に対するギャップ分析を踏まえた訓練実効性向上に係る検討（４/５）
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指標 あるべき姿 2022年度    姿 対      分析
（○ 達成，▲ 未達）

訓練の実効性向上に向けた
2023年度訓練計画等 反映

10
【C】
【A】

訓練結果の⾃⼰
評価・分析

【A評価】
以下3つが実施されている。
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

①○問題点から課題の抽出ができている。
②○課題の原因分析ができている。
③○原因分析結果を踏まえた対策検討が

できている。 ー

【更  改善】
－ － ー

11
【P】
【D】

緊急時対応要員
 訓練参加率
（事業所）

【A評価】
原⼦⼒防災要員 総数   本
訓練に参加する必要のある要員の
90%以上が参加されている

○90％以上参加できている。
ー

【更  改善】
－ － ー

【東海】訓練指標に対するギャップ分析を踏まえた訓練実効性向上に係る検討（５/５）
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２０２３年度 東海発電所・東海第二発電所 総合防災訓練基本シナリオ 

 

想定条件：○東海発電所 

・廃止措置中（全燃料搬出完了） 

・外部電源 1 回線（66kV 1 回線）健全 

○東海第二発電所 

・定格熱出力一定運転中（原子炉圧：6.93MPa，原子炉水位：約 900mm，格納容器圧力：2kPa） 

格納容器温度：約 44℃（MAX），発電機出力：1139MWe） 

・外部電源 3 回線（275kV 2 回線，154kV 1 回線）ともに健全 

・非常用ディーゼル発電機待機中 

・常設代替高圧電源装置待機中 

・使用済燃料プール温度：20℃（使用済燃料プール温度上昇レート：3.2℃/h） 

・使用済燃料プール内燃料体数：1438 本 

・サイクル燃焼度：22411.8MWD/t 

○放射線・モニタリングパラメータ 

・東海発電所排気筒モニタ：約 1cps 

・東海第二発電所排気筒モニタ：約 6cps 

・気象：大気安定度 D(曇り) 

・モニタリングポスト M/P(A)：低レンジ 49nGy/h・高レンジ 74nGy/h 

M/P(B)：低レンジ 51nGy/h・高レンジ 77nGy/h 

           M/P(C)：低レンジ 50nGy/h・高レンジ 79nGy/h 

M/P(D)：低レンジ 52nGy/h・高レンジ 83nGy/h 

・風向，風速      GL.10m 風向 西・風速 約 8m/s 

                EL.140m 風向 西・風速 約 15m/s 

 

 

添付―１１ 訓練基本シナリオ 
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【訓練１日目：２月１３日（火）】 

時刻 号機 発生イベント ＥＡＬ 評価ポイント他 ECCS 等待機状態(使用不可は黒塗り) 

      

      

      

      

      

      

      

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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時刻 号機 発生イベント ＥＡＬ 評価ポイント他 ECCS 等待機状態(使用不可は黒塗り) 

      

      

      

      

      

      

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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シナリオ情報を含むためマスキング実施 

時刻 号機 発生イベント ＥＡＬ 評価ポイント他 ECCS 等待機状態(使用不可は黒塗り) 

      

      

      

      

      

      

      

 

 

     

      

      

      

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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時刻 号機 発生イベント ＥＡＬ 評価ポイント他 ECCS 等待機状態(使用不可は黒塗り) 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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時刻 号機 発生イベント ＥＡＬ 評価ポイント他 ECCS 等待機状態(使用不可は黒塗り) 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

      

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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時刻 号機 発生イベント ＥＡＬ 評価ポイント他 ECCS 等待機状態(使用不可は黒塗り) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

  

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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【訓練 1 日目終了後～訓練 2日目開始までの途中経過】 

時刻 号機 発生イベント ＥＡＬ 評価ポイント他 ECCS 等待機状態(使用不可は黒塗り) 

      

      

      

      

      

      

      

  

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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【訓練２日目：２月１４日（水）】 

時刻 号機 発生イベント ＥＡＬ 評価ポイント他 ECCS 等待機状態(使用不可は黒塗り) 

      

      

  

     

 

 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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時刻 号機 発生イベント ＥＡＬ 評価ポイント他 ECCS 等待機状態(使用不可は黒塗り) 

      

    

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

  

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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時刻 号機 発生イベント ＥＡＬ 評価ポイント他 ECCS 等待機状態(使用不可は黒塗り) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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添付１２－１：能力向上に資するシナリオの工夫（難易度向上），判断分岐ポイントフローチャート 

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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添付１２－２：能力の向上に資するシナリオの工夫（難易度向上），判断分岐フローチャート 

 

シナリオ情報を含むためマスキング実施 
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同⼀地域複数事業所同時発災を想定した
訓練について

（核燃料    ⼯学研究所 東海 東海第⼆発電所）

2024年1⽉11⽇
⽇本原⼦⼒研究開発機構
⽇本原⼦⼒発電株式会社

添付－１３
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○第15回原⼦⼒事業者防災訓練報告会（2023年7⽉26⽇）における「同⼀地域複数事
業所同時発災を想定した訓練」の実施⽅針に基づき，東海地域において東海・東海第⼆発
電所及び核サ研での同時発災を想定した訓練を実施する。

○本訓練では，事業者間 情報連携   互  発災情報 共有 ⾏ ，他事業者 事故
 影響 踏   事故収束活動 ⾏     確認する。
また，本訓練を通じて，事業者間 情報連携 係 課題 抽出 ，隣接事業所同時発

災時    実効的 情報連携体制 確⽴ 向  改善 ⾏  

引⽤ 第15回原⼦⼒事業者防災訓練報告会（2023年7⽉26⽇）資料  東海・東海第⼆及び核サ研の位置関係図

核燃料    
⼯学研究所

東海・東海第⼆
発電所

1１．背景等
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（1）訓練のねらい
東海・東海第⼆発電所（以下，『発電所』    ）及 核燃料    ⼯学研究所（以下，『核サ

研』という。）は，事業者間 情報連携   互  発災情報 共有 ⾏ ，他事業者 事故 影響
 踏   事故収束活動 ⾏     確認する。

（2）訓練内容と達成基準

（3）連携概要

2２．訓練のねらいと達成基準

OFC参集後

訓練内容 達成基準（評価のポイント）
○発電所-核 研 情報共有体制 確⽴及

び情報共有の実施
・通報⽂（FAX）の送受信による共有
・ホットライン（電話）の設置による共有

○OFC事業者ブースにおける情報共有体制
 確⽴及 情報共有 実施（OFC事業
者ブースへの要員参集後）

原電（発電所） 機構本部（核サ研）

ホットライン（電話）

通報⽂（FAX)

原電（発電所） 機構本部（核サ研）

ホットライン（電話）

通報⽂（FAX)

OFC（事業者ブース）

通報⽂等

シナリオ情報を含むためマスキング実施
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①連絡体制 確⽴（事象発⽣後）
●発電所は，社内規程に基づき，周辺事業所に問い

合   ⾏ ，情報 収集   （核 研以外 周
辺事業所への問い合わせは模擬とする。）

●発電所は，核サ研に対して，発電所の発災状況を報
告するとともに，核サ研の発災状況を確認する。

●発電所及 核 研 ，互  発災状況 認識 ，
連絡体制 確⽴及び通報⽂の共有を提案する。

②－1 事業所間 情報共有（連絡体制確⽴後以降）

●発電所及び核サ研は，通報⽂を互いに送信し，情
報共有する。

●適宜，ホットライン（発電所ー機構対策本部）を通
じて相互に共有すべき情報（P.4参照）を共有する。

②－2 OFC事業者ブース内の情報共有（OFC参集後）

●発電所及び核サ研の事業者ブース要員は，互いに情
報連携 ⾏  

（1）情報連携のタイミングと⽅法について

3３．発電所-核サ研との情報連携内容（1/2）

原電（発電所） 機構本部（核サ研）

ホットライン（電話）

通報⽂（FAX)

原電（発電所） 機構本部（核サ研）

OFC（事業者ブース）

通報⽂等
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シナリオ情報を含むためマスキング実施

4３．発電所-核サ研との情報連携内容（2/2）
（3）相互に共有すべき情報
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5４．全体スケジュールと達成基準

シナリオ情報を含むためマスキング実施
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添付－14（１）

東海第二発電所 現場実動訓練（指標７）

【水源確保訓練：可搬型設備による送水】

２０２４年１月１１日

日本原子力発電株式会社
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（１）目的
①全交流電源喪失時における水源確保の対応能力の向上
②発電所対策本部との連携による情報伝達能力向上
③マルファンクション付与訓練の試行

（２）テーマ
① テーマ ：可搬型設備による送水
② 対応手順：可搬型設備の設置及び送水操作
③ 対応手段：可搬型代替注水設備によるＳＦＰ注水

（３）実施日時
２０２４年２月１４日（水）１３：３０～１６：００【訓練２日目】

（４）実施体制（詳細は次頁）参照
発電所対策本部，現場実動訓練者，現場評価者及び現場コントローラ

（５）進行方法
① シナリオ非提示型
② コントローラからの条件付与
③ プレーヤへのマルファンクション付与

（６）模擬範囲
① 原子炉建屋大物搬入口開操作及び建屋内外のホース接続
② ＳＦＰ周囲でのホース敷設作業（可搬式スプレイノズルの設置含む）
③ 敷設ホースへの通水
④ 可搬型代替注水大型ポンプの代替として可搬型代替注水中型ポンプを使用する
（可搬型代替注水大型ポンプ未配備のため）

1

１．訓練実施概要
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２．訓練実施体制図

本部長
（原子力防災管理者）

発電用原子炉主任技術者廃止措置主任者

以下の業務を実施する本部員を
本部長が指名
・本店総合災害対策本部対応
・オフサイトセンター対応
・通報文着信確認者

保修班(東海) 保修班(東二) 技術班 保健安全班運転班廃止措置班 放射線管理班広報班 庶務班情報班

水源確保
要員

電源確保
要員

アクセスルート
確保要員

運転対応
要員

放射線
管理要員

自衛消防
隊要員

東海発電所統括
東海第二発電所統括

本部員

※２ ※３ ※４

※２：東海発電所専属の組織
※３：東海第二発電所専属の組織
※４：東海発電所・東海第二発電所 兼務の組織

＜東海・東海第二発電所
災害対策本部体制＞

原子力防災体制（東海・東海第二：各５７名※１）の要員を対象とする。

※１：訓練体制は現行の原子力事業者防災業務計画に従うものとする

実施体制は以下の通り

１０名（指揮者含む）

：現場実動対象（水源確保要員，手順及び使用機材は現行のものを流用する）

その他 ：現場コントローラ，現場評価者を配置する。

現場実動訓練関係者
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経過時間

イベント
（東海第二発電所）

現場実動
訓練

3

３．訓練シナリオと現場実動訓練の流れ

２月１４日（水）【訓練２日目】

＜前提条件（訓練１日目からの継続事象として実施）＞

▼ 13：30 ▼ 14：00 ▼ 14：30 ▼ 15：00 ▼ 15：30 ▼ 16：00

シナリオ情報を含むためマスキング実施

シナリオ情報を含むためマスキング実施
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4

４．訓練シナリオと現場実動訓練の流れ

シナリオ情報を含むためマスキング実施

124



5

５．水源確保手順

（１） 訓練時のプラント状態

シナリオ情報を含むためマスキング実施
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6

５．水源確保手順

（２）水源確保活動情報フロー

災害対策本部

保修班（東二）
班長

水源確保責任者
及び要員

①指示④報告

③報告
②指示
連絡

【対策本部】
① 本部長は，電源機能喪失時の水源確保が必要と判断した場合，水源確保要員を招集

するよう指示する。

【保修班（東二）班長】

② 水源確保要員へ各活動の指示

・災害対策本部への参集（水源確保責任者）・待機（水源確保要員）

・水源から供給先への水源確保の実施（注水方法，敷設ルートの指示）

・プラント状況の変化情報の連絡・共有

④ 水源確保責任者から報告される活動状況を本部内に報告

【水源確保責任者及び要員】

③ 保修班長からの指示に基づく，以下の水源確保活動実施状況を逐次報告。

＜初動対応＞

・水源確保責任者は，招集した水源確保要員にプラント状況を説明すると共に，

必要な装備品を着装させ，緊急時対策室建屋内にて待機させる。

＜水源確保活動＞

・水源確保責任者は使用する水源及び供給先，使用機材について保修班長より指示を

受け，水源から供給先へのホース敷設ルート，現場配置，役割分担，安全上の注意

事項等を検討し，水源確保要員に指示する。

・水源確保責任者は原子炉建屋内対応チームの班長を指名すると共に自らが屋外対応

班の指揮者となり，お互いの連絡手段について調整・共有する。

・水源確保指揮者は水源確保手順書に従い，保修班長から指示された水源から供給先

への水源確保活動を実施し，その状況を逐次，保修班長へ報告する。

・原子炉建屋内対応チーム班長は原子炉建屋内における活動状況を水源確保責任者と

共有する。
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7

６．水源確保訓練

シナリオ情報を含むためマスキング実施
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8

６．水源確保訓練 ホース敷設ルート

シナリオ情報を含むためマスキング実施
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9

７．マルファンクションについて

（１）マルファンクション

現場指揮者の実動能力向上を目的とし，現場実動訓練（緊対所との連携有）に合わせ事前に準備したマ

ルファンクションリストから任意のタイミングでプレーヤに付与することにより，臨機な判断等の対応を

確認する。

２０２３年７月２６日 第１５回原子力事業者防災訓練報告会資料抜粋
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10

８．訓練観察項目及び評価方法

（１）観察チェックシート

① 水源確保責任者評価

② 水源確保要員評価

③ 安全作業評価

④ 注水設備評価

⑤ 東海第二発電所固有手順評価

※ 全項目の観察、評価を必須とするものではなく、観察できた項目の評価を行うものとする

（２）訓練観察記録

評価の理由となる現場での活動内容

（３）評価方法

① 良好事例：特に優れている項目、評価者が自社の改善につなげることのできる項目

② 気付事項：良否の判定に関係しない、何らかの気付いた事項

③ 改善事項：改善の必要性及び改善方法の提案

（４）評価結果の反映

① 評価結果、気付事項及び改善事項については、改善計画のプロセスに取り込み反映を実施

② 必要に応じ、改善事項を要素訓練観察チェックシートの評価項目に反映
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マルファンクション付与訓練におけるマルファンクションリスト

場所・環境に関するマルファンクション
⼈・体制に関するマルファンクション
機器・計器に関するマルファンクション

マルファンクションのグルーピング凡例

シナリオ情報を含むためマスキング実施
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マルファンクション付与訓練におけるマルファンクションリスト

シナリオ情報を含むためマスキング実施
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添付－１５

東海第⼆発電所
緊急時対応組織（公設消防との連携）の実動訓練

（指標9）

２０２４年１⽉１１⽇
⽇本原⼦⼒発電株式会社
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【東⼆】緊急時対応組織（関係機関 公設消防）  連携訓練（1/9） 添付－１５

１．訓練⽬的
○中期計画（d.関係機関と連携した訓練等により、課題抽出や改善事項の反映を継続して実施

   ）及  原⼦⼒事業所    消防活動 関  覚書  基         東海広域
事務組合消防本部（以下、「公設消防」という。）と当社⾃衛消防組織における実動連携訓練
 実施   公設消防 訓練参加依頼     事前説明   原⼦⼒災害発⽣下  消⽕
活動 関  留意事項 確認      訓練 通    互  活動 連携 初期消⽕要員
の技能向上と定着を図ることを⽬的とする。
   原⼦⼒災害下  公設消防 消⽕活動⽅針 活動範囲    確認   

２．実発災を想定した今後の活動について
○訓練終了後      振 返  評価者   評価及 公設消防        実施  良

好事例 気付  改善事項等   訓練課題 抽出   
○本訓練  確認  内容 整理  公設消防  連携 関       等 反映   防⽕訓

練等で検証することを計画する。
○平常時から地域レベルの会議体への参画を継続的に実施し、公設消防との連携を深める。

３．実動する緊急時対応組織
○ひたちなか・東海広域事務組合消防本部（１２名）（予定）※

○⾃衛消防隊
○発電所本部 庶務班

※訓練実施時 協⼒    消防署管内 実際 ⽕災 発⽣  緊急出動 要請 ⼊  場合  消⽕活動 優
先  本原⼦⼒防災訓練    連携訓練 模擬  実施 連携訓練（実動） 別途実施        
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【東⼆】緊急時対応組織（関係機関 公設消防）  連携訓練（２/9）

４．訓練⽇程等
○訓練⽇時 ２０２４年２⽉１３⽇ １３ １５ １６ ００（予定）【訓練１⽇⽬】

（防災訓練のシナリオと連動して実施）
○訓練場所 東海 東海第⼆発電所 構内

５．場⾯設定・訓練想定等
○場⾯設定

シナリオ情報を含むためマスキング実施
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【東⼆】緊急時対応組織（関係機関 公設消防）  連携訓練（３/9）

シナリオ情報を含むためマスキング実施
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【東⼆】緊急時対応組織（関係機関 公設消防）  連携訓練（４/9）

シナリオ情報を含むためマスキング実施
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【東⼆】緊急時対応組織（関係機関 公設消防）  連携訓練（５/9）

○訓練想定
＜連携イメージ（想定）＞

発電所本部
庶務班

自衛消防隊
（現場指揮所）

自衛消防隊
（現場責任者）

自衛消防隊
（消火隊）

発電所本部
庶務班

自衛消防隊
（現場指揮所）

公設消防
（現場指揮所）

自衛消防隊
（現場責任者）

公設消防
（現場隊長）

自衛消防隊
（消火隊）

公設消防
（消火隊）

プラント情報共有 現場情報共有

プラント情報共有 現場情報共有

指示・命令 報告

プラント情報共有 現場情報共有

プラント情報共有

現場情報共有

活動方針指示 報告

指示・命令 報告

情報共有
（必要に応じ）

【公設消防到着前】 【公設消防到着後】

報告・助言

指示・命令

指示・命令 報告
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【東⼆】緊急時対応組織（関係機関 公設消防）  連携訓練（６/9）

シナリオ情報を含むためマスキング実施
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【東⼆】緊急時対応組織（関係機関 公設消防）  連携訓練（７/9）

シナリオ情報を含むためマスキング実施
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【東⼆】緊急時対応組織（関係機関 公設消防）  連携訓練（８/9）

シナリオ情報を含むためマスキング実施
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【東⼆】緊急時対応組織（関係機関 公設消防）  連携訓練（９/9）

シナリオ情報を含むためマスキング実施
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添付－１６　東海・東海第二発電所原子力事業者防災業務計画（抜粋）

＜東海発電所＞
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＜東海発電所＞
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＜東海第二発電所＞
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＜東海第二発電所＞
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C

 

2
7
5
kV

 1
L
 

2
7
5
kV

 2
L
 

M
/
C

-
2
E
 

P
/
C

-
2
C

 
P

/
C

-
2
D

 
緊

急
用

P
/
C

 

【
東

海
第

二
発

電
所

 
プ

ラ
ン

ト
系

統
概

略
図

】
 

 
 

 
 

 
年

 
 

 
月

 
 

 
日

 
 

 
時

 
 

 
分

 
現

在
 

【
凡

例
】
 

〇
：
運

転
中

 
 

S
：
待

機
中

 
 

 
 

△
：
サ

ポ
ー

ト
系

機
能

喪
失

に
よ

り
使

用
不

可
 

▲
：
準

備
中

 
 

空
白

：
確

認
中

 
 

×
：
設

備
の

故
障

に
よ

り
使

用
不

可
 

電
源

系
統

 

プ
ラ

ン
ト

状
況

：
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

R
/
B

東
側

接
続

口
 

R
/
B

西
側

接
続

口
 

R
H

R
 

(A
,B

)へ
 

F
P

C
-
A

 

F
P

C
-
B

 

代
替

F
P

C
 

Ｓ
Ｆ

Ｐ
 

 
※

 
1
 

  

代
替

淡
水

 

貯
槽

 
C

S
T
 

淡
水

タ
ン

ク
 

水
源
 

F
V

 

ペ
デ

ス
タ

ル
 

S
／

P
 

 
※

 
Ｃ

 
  

 
※

 Ｂ
 

 
 
 

 
※

 
Ａ

 
 

 
※

 Ｄ
 

  

高
圧

代
替

 

R
C

IC
 

Ｓ
／

Ｐ
よ

り
 

 
※

 
Ａ

 
 

代
替

循
環

-
A

 

 
※

 
2
 

 
R

H
R

－
A

 
よ

り
 

 
※

 
3
 

 
R

H
R

－
B

 
よ

り
 

代
替

循
環

-
B

 

 
※

 
Ｂ

 
 
 

 
※

 
Ｃ

 
  

L
P

C
S

 

H
P

C
S
 

 
※

 
Ｂ

 
 
 

 
※

 
Ｂ

 
 
 

Ｓ
／

Ｐ
よ

り
 

Ｓ
／

Ｐ
よ

り
 

R
H

R
-
C

 
 
※

 
Ｂ

 
 
 

Ｓ
／

Ｐ
よ

り
 

低
圧

代
替

-
A

 

低
圧

代
替

-
B

 

 
※

 
Ｂ

 
 
 

 
※

 
Ｃ

 
  

 
※

 
Ｄ

 
  

S
F
P

へ
 

 
※

 
1
 

  

代
替

淡
水

 

貯
槽

よ
り

 

C
S
T
-
A

 

C
S

T
-
B

 
 
※

 
Ｄ

 
  

 
※

 
Ｃ

 
  

 
※

 
Ｂ

 
 
 

S
F
P

へ
 

 
※

 
1
 

  

Ｃ
Ｓ

Ｔ
よ

り
 

R
H

R
-
A

 

 
※

 
Ｂ

 
 
 

 
※

 
Ｃ

 
  

Ｓ
／

Ｐ
よ

り
 

代
替

循
環

-
A

へ
 

 
※

 
2
 

  

M
D

F
P

 

D
F
P

 
 
※

 
Ｄ

 
 
 

 
※

 
Ｃ

 
 
 

 
※

 
Ｂ

 
 
 

S
F
P

へ
 

 
※

 
1
 

  

淡
水

タ
ン

ク

よ
り

 

可
搬

型
注

水
設
備
 

 
※

 
Ｃ

 
  

 
※

 
Ｂ

 
 
 

 
※

 
Ｄ

 
  

 
※

 
Ｃ

 
  

 
※

 
Ｂ

 
 
 

西
側

淡
水

貯
水

設
備

 
Ｓ

Ａ
ピ

ッ
ト

 

高
所

西
側

接
続

口
 

高
所

東
側

接
続

口
 

 
※

 
Ｅ

 
 
 

 
※

 
Ｅ

 
 
 

 
※

 
Ｅ

 
 

R
H

R
H

x-
A

 

R
H

R
H

x-
B

 

R
H

R
H

x-
A

 

R
H

R
H

x-
B

 

 
※

 
Ｅ

 
 
 

 
※

 
Ｅ

 
 
 

 
※

 
1
 

  

注
水

ラ
イ

ン
 

可
搬

ス
プ

レ
イ

 

常
設

ス
プ

レ
イ

 

第
 

 
 

報
 

耐
圧

強
化

ベ
ン

ト
 

T
D

R
F
P

-
A

 

復
水

系
よ

り
 

※
 
F
 
 

※
 
G

 

C
R

D
-
A

 C
S

T
よ

り
 

※
 
H

 

S
L
C

タ
ン

ク
よ

り
 

※
 
F

 
 

※
 
H

 
 

※
 
G
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第
報

年
月

日
時

分
現

在

１
Ｌ

２
Ｌ

２
Ａ

２
Ｂ

２
Ｃ

２
Ｄ

２
Ｅ Ｈ ２
Ｃ

２
Ｄ Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

：
：

：
：

：
：

：
：

M
D

R
F
P

原 子 炉 注 水

原 子 炉 注 水

Ｒ
Ｃ

ＩＣ
：

：

Ｈ
Ｐ

Ｃ
Ｓ

：
：

Ｌ
Ｐ

Ｃ
Ｓ

：
：

Ｒ
Ｈ

Ｒ

：
：

：
：

耐
圧

強
化

ベ
ン

ト
：

：

ベ ン ト

フ
ィ

ル
タ

ー
ベ

ン
ト

：
：

： ：

： ：

高
所

東
側

接
続

口
：

：

：
：

高
所

西
側

接
続

口

：

Ｒ
／

Ｂ
東

側
接

続
口

Ｒ
／

Ｂ
西

側
接

続
口

： ：
：

可
搬

型
代

替
注

水
大

型
ポ

ン
プ

④
：

：

可 搬

接 続 口

可
搬

型
代

替
注

水
大

型
ポ

ン
プ

③
：

：

ペ デ ス タ ル 注 水
：

：
可

搬
型

代
替

注
水

大
型

ポ
ン

プ
②

Ｄ
Ｆ

Ｐ
：

：
可

搬
型

代
替

注
水

大
型

ポ
ン

プ
①

：
：

：
：

可
搬

型
代

替
注

水
中

型
ポ

ン
プ

④
：

：

Ｍ
Ｄ

Ｆ
Ｐ

：
：

可
搬

型
代

替
注

水
中

型
ポ

ン
プ

⑤

Ｃ
Ｓ

Ｔ
－

Ｂ
：

：
： ：

： ：
：

：

Ｃ
Ｓ

Ｔ
－

Ａ
：

：
可

搬
型

代
替

注
水

中
型

ポ
ン

プ
③

：
：

：
：

：
：

低
圧

代
替

－
Ｂ

：
：

可
搬

型
代

替
注

水
中

型
ポ

ン
プ

②
：

低
圧

代
替

－
Ａ

：
：

可
搬

型
代

替
注

水
中

型
ポ

ン
プ

①
： ：

： ：
：

西
側

淡
水

貯
水

設
備

：
：

Ｓ
Ａ

ピ
ッ

ト
：

：

代
替

淡
水

貯
槽

代
替

循
環

－
Ｂ

：
：

：
：

：
：

Ｓ ／ Ｐ

冷 却

代
替

循
環

－
Ａ

：
：

可
搬

型
代

替
注

水
大

型
ポ

ン
プ

④

： ：

： ：

可
搬

型
代

替
注

水
大

型
ポ

ン
プ

③
：

：

：
：

可
搬

型
代

替
注

水
大

型
ポ

ン
プ

②
：

：

：

Ｃ
Ｓ

Ｔ
－

Ｂ
：

：
可

搬
型

代
替

注
水

中
型

ポ
ン

プ
⑤

：
：

：
：

可
搬

型
代

替
注

水
大

型
ポ

ン
プ

①
：

：
：

：

：
：

水 源

Ｓ
／

Ｐ

低
圧

代
替

－
Ａ

Ｃ
Ｓ

Ｔ

低
圧

代
替

－
Ｂ

Ａ Ｂ

淡
水

タ
ン

ク

Ｃ
Ｓ

Ｔ
－

Ａ

水 源

Ｄ
Ｆ

Ｐ

： ：

： ： ： ：

： ： ：

： ：

： ：
：

：
：

：
：

Ｍ
Ｄ

Ｆ
Ｐ

燃 料 プ ー ル

注 水 ／ 冷 却

代
替

Ｆ
Ｐ

Ｃ

：

燃
料

プ
ー

ル
冷

却
系

Ｆ
Ｐ

Ｃ

：
：

：：

：
Ｓ

／
Ｐ

冷
却

Ｒ
Ｈ

Ｒ

： ：

：
可

搬
型

代
替

注
水

中
型

ポ
ン

プ
②

：
：

：
可

搬
型

代
替

注
水

中
型

ポ
ン

プ
①

：
：

：
： ：

：
：：

可
搬

型
代

替
注

水
大

型
ポ

ン
プ

②
：

可
搬

型
代

替
注

水
大

型
ポ

ン
プ

④
：

： ： ：

：

可
搬

型
代

替
注

水
中

型
ポ

ン
プ

③
：

：

可
搬

型
代

替
注

水
中

型
ポ

ン
プ

④
：

：

：

：
：

：
可

搬
型

代
替

注
水

大
型

ポ
ン

プ
①

可
搬

型
代

替
注

水
中

型
ポ

ン
プ

⑤
：

代
替

循
環

－
Ａ

：
：

：
：

：

：
：

可
搬

型
代

替
注

水
大

型
ポ

ン
プ

④
：

：

Ｅ
Ｓ

Ｗ
Ｐ

－
Ａ

：
：

可
搬

型
代

替
注

水
大

型
ポ

ン
プ

①

Ｄ
Ｆ

Ｐ
：

：
： ：

Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｓ

Ａ
、

Ｃ
：

Ｂ
、

Ｄ
：

：
：

：

可
搬

型
代

替
注

水
大

型
ポ

ン
プ

③
：

Ｍ
Ｄ

Ｆ
Ｐ

：
：

可
搬

型
代

替
注

水
大

型
ポ

ン
プ

②

可
搬

型
代

替
注

水
大

型
ポ

ン
プ

③

：
Ｅ

Ｓ
Ｗ

Ｐ
－

Ｂ

格 納 容 器

ス プ レ イ 冷 却 系

Ｒ
Ｈ

Ｒ

A
：

B
：

：

Ｃ
Ｓ

Ｔ
－

Ａ
：

：
：

Ｃ
Ｓ

Ｔ
－

Ｂ

：

：

：
：

：
：

可
搬

型
代

替
注

水
中

型
ポ

ン
プ

②

： ：
：

：

： ：

：
：

：

：
：

可
搬

型
代

替
注

水
中

型
ポ

ン
プ

③
：

：

：
：

格 納 容 器

ス プ レ イ 冷 却 系

低
圧

代
替

－
Ａ

：
：

可
搬

型
代

替
注

水
中

型
ポ

ン
プ

①

：
：

代
替

循
環

－
Ｂ

：
：

可
搬

型
代

替
注

水
中

型
ポ

ン
プ

④
： ：

：
：

低
圧

代
替

－
Ｂ

：

：
：

Ｍ
Ｄ

Ｆ
Ｐ

：
：

可
搬

型
代

替
注

水
大

型
ポ

ン
プ

③

： ：

：
：

：

T
D

R
F
P

Ｃ
Ｓ

Ｔ
－

Ｂ
：

：

可
搬

型
代

替
注

水
大

型
ポ

ン
プ

②

： ：

： ：

： ： ： ： ：

Ｄ
Ｆ

Ｐ
：

：
：

： ：

：

：
：

Ｃ
Ｓ

Ｔ
－

Ａ
：

：

可
搬

型
代

替
注

水
大

型
ポ

ン
プ

①
：

：
低

圧
代

替
－

Ａ
：

：
：

：

低
圧

代
替

－
Ｂ

：
：

：
：

代
替

循
環

－
Ａ

：
：

：

：
：

Ｐ
／

Ｃ
Ｓ

Ｌ
Ｃ

－
Ｂ

：
：

可
搬

型
代

替
注

水
中

型
ポ

ン
プ

⑤

Ｓ
Ｌ

Ｃ
－

Ａ
：

：
可

搬
型

代
替

注
水

中
型

ポ
ン

プ
④

： ：

： ：

：

可
搬

型
代

替
注

水
大

型
ポ

ン
プ

④

：
： ：

：
：

：

代
替

循
環

－
Ｂ

：
：

Ｃ
Ｒ

Ｄ
－

Ａ
：

：
可

搬
型

代
替

注
水

中
型

ポ
ン

プ
②

：

： ：
：

高
圧

代
替

：

緊
急

用
Ｐ

／
Ｃ

：
：

： ：

： ：

し
ゃ

断
器

Ｍ
／

Ｃ

緊
急

用
Ｍ

／
Ｃ

：
：

： ： ： ： ： ：

Ｃ
Ｒ

Ｄ
－

Ｂ

： ：

：
可

搬
型

代
替

注
水

中
型

ポ
ン

プ
①

：
可

搬
型

代
替

注
水

中
型

ポ
ン

プ
③

： ：

常
設

代
替

高
圧

電
源

装
置

⑥
：

：

：
：

２
Ｄ

常
設

代
替

高
圧

電
源

装
置

⑤
：

：
可

搬
型

代
替

低
圧

電
源

車
⑤

：
：

常
設

代
替

高
圧

電
源

装
置

④
：

：
可

搬
型

代
替

低
圧

電
源

車
④

：

１
５

４
ｋ
Ｖ

常
設

代
替

高
圧

電
源

装
置

③
：

：
可

搬
型

代
替

低
圧

電
源

車
③

：
：

：
：

：

： ： ：

： ： ：

： ： ：

：
：

常
設

代
替

高
圧

電
源

装
置

②
：

：
可

搬
型

代
替

低
圧

電
源

車
②

：

常
設

代
替

高
圧

電
源

装
置

①
：

：
可

搬
型

代
替

低
圧

電
源

車
①

： ：

： ：

： ：

東
海

第
二

発
電

所
　

設
備

状
況

シ
ー

ト

交 流 電 源

外
部

電
源

２
７

５
ｋ

Ｖ

交 流 電 源

： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ：

D
/
G

２
Ｃ

Ｈ
Ｐ

Ｃ
Ｓ

復
旧

予
定

時
刻

使
用

開
始

時
間Ｓ
Ａ

所
要

時
間

(H
:M

)
設

備
設

備
（
系

統
機

能
）
の

状
況

※
２

準
備

開
始

時
間

※
１

所
要

時
間

(H
:M

)
機 能

区 分
設

備
設

備
の

状
況

※
２

機 能
区 分

設
備

設
備

（
系

統
機

能
）
の

状
況

※
２

準
備

開
始

時
間

※
１

復
旧

予
定

時
刻

使
用

開
始

時
間

復
旧

予
定

時
刻

使
用

開
始

時
間

D
B

：
：

：
：

：
：

：
：

：
：

：
：

：
：

：
：

：
：

：
：

：
：

：
：

：
：

：
：

：
：

：
：

：
：

：
：

：
：

：
：

：
：

：
：

：
：

：
：

：
：

：
： ：

：
：

：
：

：
：

：
： ：

：
：

：
：

：
：

：
： ：

：
：

：
：

：
： ：

：
：

：
：

：
：

：
：

：
：

海 水 系

Ｈ
Ｐ

Ｃ
Ｓ

２
Ｄ

２
Ｃ

Ｄ
Ｇ

Ｓ

：：

：：：：：

海 水 系

：

：
：

：
：

：
：

：
：

：
： ：

※
１

：
目

視
に

よ
る

設
備

確
認

の
開

始
は

、
準

備
開

始
時

刻
と

は
み

な
さ

な
い

。

※
２

：
設

備
が

使
用

否
の

場
合

、
そ

の
理

由
に

つ
い

て
「
×

」又
は

「
△

」
を

記
入

す
る

。

◯
：
運

転
中

，
▲

：
準

備
中

，
S

：待
機

中
，

△
：サ

ポ
ー

ト
系

故
障

×
：
設

備
故

障
に

よ
り

使
用

不
可

，
無

印
：
確

認
中
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優
先

順
位

優
先

順
位

優
先

順
位

優
先

順
位

優
先

順
位

ベ
ン

ト
実

施
／

　
　

　
：

／
　

　
　

：

（
電

源
）

（
補

機
冷

却
）

（
電

源
）

（
補

機
冷

却
）

Ｃ 　 格 納 容 器 冷 却 ／ 除 熱

対
策

の
概

要

プ
ラ

ン
ト

状
況

・
事

象
進

展
予

測
／

実
績

の
補

足
情

報

① ②

１
Ｐ

ｄ
到

達

／ ：

使
用

開
始

①
／ ：

／ ：

戦
略

／ ：
／ ：

／ ：
／ ：

（
炉

心
損

傷
防

止
／

格
納

容
器

破
損

防
止

）

（
電

源
）

（
補

機
冷

却
）

Ａ 　 電 源

対
策

の
概

要
準

備
開

始
準

備
完

了
見

込
み

準
備

完
了

実
績

②

東
海

第
二

発
電

所
　

戦
略

シ
ー

ト
（

第
 
　

回
目

）
　

　

Ｂ 　 炉 心 冷 却

対
策

の
概

要
準

備
開

始
準

備
完

了
見

込
み

準
備

完
了

実
績

／ ：
／ ：

炉
心

損
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添付－１９　本店ＥＲＣ対応ブース配席図及び役割分担



 

 

 

 

 
資    料    名 保管場所 

1.組織

及び体

制に関

する資

料 

(1) 緊急時対応組織資料 

① 東海・東海第二発電所原子炉施設保安規定  

② 東海・東海第二発電所原子力事業者防災業務計画  

③ 東海・東海第二発電所非常時運転手順書 

緊急時対応セン

ター（ＥＲＣ） 

2.放射

能影響

推定に

関する

資料 

(1) 東海・東海第二発電所設備資料 

① 原子炉設置（変更）許可申請書 

（東海・東海第二発電所） 

② 施設配置図（東海・東海第二発電所） 

③ 東海・東海第二発電所系統図 

④ 東海・東海第二発電所プラント関連プロセス及び 

放射線計測配置図 

⑤ 東海・東海第二発電所原子炉安全保護系ロジック 

一覧表 

 

緊急時対応セン

ター（ＥＲＣ） 
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添付－２０　ＥＲＣ書架内の資料整備状況（資料一覧）



目 次（１／６）

項 目 頁番号

１．東海・東海第二発電所 概要等

１－１ 原子力防災体制 １

１－２ 発電所の概要 ２

１－３ 支援拠点候補場所 ３

１－４ 発電所敷地概略図 ４

１－５ 発電所敷地高さ ５

１－６ アクセスルート及び資機材配備場所 ７

１－７ 東海第二発電所の設備概要 【主要機器仕様】 ８

１－８ 東海第二発電所の設備概要 【主要断面図】 １０

１－９ 東海第二発電所 新規制基準等対応設備（主要設備） １１

１－１０ 東海第二発電所 非常用炉心冷却設備概略図 １２

１－１１ 東海第二発電所 安全対策概要 １３

１－１２ 東海第二発電所 主要ポンプ一覧 １５

１－１３ 東海第二発電所 安全対策概略図 １６

１－１４ 東海第二発電所 外部電源線路 ５６

１－１５ 東海第二発電所 直流電源単線結線図 ５７

１－１６ 東海第二発電所 交流電源単線結線図 ５８

１－１７ 東海第二発電所 可搬型設備供給一覧 ５９

１－１８ モニタリングポスト ６０
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東海第二発電所　原子力防災に係る概要資料（新規制基準適合後想定）【ＥＲＣ備付資料】



目 次（２／６）
項 目 頁番号

１－１９ 気象観測装置 ６１

２．東海第二発電所 重大事故に至る恐れがある事故及び重大事故に対する対策の有効性評価

２－１ 高圧・低圧注水機能の喪失 ６２

２－２ 高圧注水・減圧機能喪失 ６６

２－３ 全交流動力電源喪失（長期ＴＢ） ６９

２－４ 全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ） ７３

２－５ 全交流動力電源喪失（ＴＢＰ） ７７

２－６ 崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合） ８１

２－７ 崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合） ８５

２－８ 原子炉停止機能喪失 ９０

２－９ ＬＯＣＡ時注水機能喪失（中破断ＬＯＣＡ） ９４

２－１０ 格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ） ９８

２－１１ 津波浸水による 終ヒートシンク喪失 １０２

２－１２ 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過力・過温破損）
（代替循環冷却系を使用する場合）

１０７

２－１３ 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過力・過温破損）
（代替循環冷却系を使用できない場合）

１１１

２－１４ 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気触接加熱 １１４

２－１５ 想定事故１ １２０

２－１６ 想定事故２ １２２
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目 次（３／６）
項 目 頁番号

２－１７ 崩壊熱除去機能喪失 １２４

２－１８ 全交流動力電源喪失 １２７

２－１９ 原子炉冷却材の流出 １３０

２－２０ 反応度の誤投入 １３３

３．東海第二発電所 過去の解析結果

３－１ 過去の解析結果 １３４

４．東海第二発電所 水源・電源・計器他

４－１ 東海第二発電所 水源一覧 １３６

４－２ 東海第二発電所 交流電源単線結線図 １３７

４－３ 東海第二発電所 直流電源単線結線図 １３９

４－４ 東海第二発電所 原子炉水位関係図 １４３

４－５ 東海第二発電所 中性子検出器の測定範囲 １４４

５．東海第二発電所 地震計

５－１ 東海第二発電所 地震計配置図 １４５

６．東海第二発電所 燃料貯蔵設備関係

６－１ 東海第二発電所 使用済燃料プールの構造 １４６

６－２ 東海第二発電所 使用済燃料プール水位計 １４７

６－３ 東海第二発電所 使用済燃料プール線量評価 １４９

６－４ 東海第二発電所 使用済燃料乾式貯蔵容器概要図 １５０

６－５ 東海第二発電所 使用済燃料乾式貯蔵建屋概要図 １５１
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目 次（４／６）
項 目 頁番号

７．東海第二発電所 事故対応するために必要な設備

７－１ 東海第二発電所 事故対応するために必要な設備 １５２

８．東海第二発電所 その他

８－１ 東海第二発電所 主要建屋平面図 １８７

８－２ 周辺自治体 １９８

８－３ 津波対策 １９９

８－４ 竜巻対策 ２０３

８－５ 東海第二発電所 ＥＲＳＳデータポイントライブラリ ２０５

９．東海・東海第二発電所 情報共有シート（ＣＯＰ）

９－１ 東海第二発電所 系統概略図 ２１１

９－２ 東海第二発電所 系統概略図（ＳＦＰ） ２１２

９－３ 東海第二発電所 設備状況シート ２１３

９－４ 東海第二発電所 設備状況シート（ＳＦＰ） ２１４

９－５ 東海第二発電所 戦略シート ２１５

９－６ 東海第二発電所 戦略シート（ＳＦＰ） ２１６

９－７ 東海発電所 戦略シート ２１７

９－８ 東海第二発電所 ＥＡＬマトリックス表 ２１８

１０．東海第二発電所 火災区画

１０－１ 東海第二発電所 火災区画図 ２１９
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目 次（５／６）
項 目 頁番号

１１．東海発電所 主要設備概要、平面図 他

１１－１ 東海発電所 設備概要（主要断面図） ２４３

１１－２ 東海発電所 放射性廃棄物汚染分布概略図 ２４４

１１－３ 東海発電所 Ｌ１輸送容器概略図 ２４５

１１－４ 東海発電所 主要建屋平面図 ２４６

１１－５ 東海発電所 単線結線図 ２５８

１１－６ 東海発電所 放射性廃液処理設備概要 ２６０

１１－７ 東海発電所 管理区域全体図 ２６３

１２．添付１

東海第二発電所 重大事故対策における手順等 添付１－１

１３．添付２

東海第二発電所 重大事故対策における操作の成立性 添付２－１

１４．添付３

東海第二発電所 原子力用語・略語集 添付３－１

１５．添付４

東海第二発電所 ＥＡＬ判断基準 添付４－１

東海第二発電所 ＥＡＬ判断フロー 添付４－２

１６．添付５

東海発電所 原子力用語・略語集 添付５－１

１７．添付６

東海発電所 ＥＡＬ判断基準 添付６－１
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目 次（６／６）
項 目 頁番号

１８．添付７

東海第二発電所 放出放射能量評価 添付７－１

その他 参考

参考 参考１～１５
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